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平成30年６月20日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成30年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）

○議案第14号 民事非訟事件の和解について

○議案第15号 平成30年度宮崎県一般会計補正

予算（第２号）

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・平成29年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙３）

・平成29年度宮崎県事故繰越し繰越計算書（別

紙４）

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・宮崎県新エネルギービジョンの見直しについ

て

・新たな森林経営管理制度及び森林環境譲与税

（仮称）等について

・平成29年度「大気、水質等の測定結果」につ

いて

・平成30年度海水浴場水質調査結果について

・山地災害危険地区の再点検について

・「みやざき林業大学校」の開講に向けた取組に

ついて

・スギ素材（丸太）生産27年連続日本一につい

て

・平成29年度の農畜水産物の輸出実績について

・新規就農者の確保・育成の状況について

・農地中間管理事業の実施状況について

・宮崎県農村地域への産業の導入に関する基本

計画について

出席委員（７人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 野 﨑 幸 士

委 員 濵 砂 守

委 員 西 村 賢

委 員 髙 橋 透

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 甲 斐 正 文

環境森林部次長
福 嶋 清 美

（ 総 括 ）

環境森林部次長
福 満 和 徳

（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 城 戸 竹 虎

みやざきの森林
美 戸 司

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 冨 山 典 孝

循環社会推進課長 蕪 美知保

自 然 環 境 課 長 黒 木 哲 郎

自 然 公 園 室 長 大岩根 充 明

森 林 経 営 課 長 日 髙 和 孝

山村･木材振興課長 三重野 裕 通

み や ざ き ス ギ
田 原 博 美

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 廣 津 和 夫

木 材 利 用 技 術
下 沖 誠

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 長 友 善 和
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農政水産部

農 政 水 産 部 長 中 田 哲 朗

農政水産部次長
野 口 和 彦

（ 総 括 ）

農政水産部次長
坊 薗 正 恒

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
毛 良 明 夫

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 大久津 浩

農 政 企 画 課 長 鈴 木 豪

中山間農業振興室長 小 倉 久 典

農業連携推進課長 外 山 直 一

みやざきブランド
日 髙 義 幸

推 進 室 長

農業経営支援課長 牛 谷 良 夫

農業改良対策監 巣 立 幸 彦

農業担い手対策室長 德 留 英 裕

農 産 園 芸 課 長 菓子野 利 浩

農 村 計 画 課 長 浜 田 真 郎

畑かん営農推進室長 酒 匂 芳 洋

農 村 整 備 課 長 盛 永 美喜男

水 産 政 策 課 長 福 井 真 吾

漁業･資源管理室長 林 田 秀 一

漁 村 振 興 課 長 外 山 秀 樹

漁港漁場整備室長 大 森 高 広

畜 産 振 興 課 長 谷之木 精 悟

家畜防疫対策課長 三 浦 博 幸

工 事 検 査 監 中 山 俊 行

総合農業試験場長 甲 斐 典 男

県立農業大学校長 長 友 博 文

水 産 試 験 場 長 田 中 宏 明

畜 産 試 験 場 長 花 田 広

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

議事課主任主事 三 倉 潤 也

○二見委員長 ただいまから環境農林水産常任

委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおり行うこ

ととしてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時２分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○甲斐環境森林部長 おはようございます。環

境森林部でございます。よろしくお願いいたし

ます。

まず、先日は、環境森林部関係の施設や、え

びの市長江川につきまして調査をいただき、ま

ことにありがとうございました。

特に、長江川等の白濁問題につきましては、

環境森林部としても、硫黄山・河川白濁対策協

議会等において、関係機関と連携しながら対策

を講じていくこととしております。

それでは、座って説明させていただきます。

お手元に配付しております環境農林水産常任

委員会資料の表紙をごらんいただきたいと思い

ます。

本日の説明事項は、提出議案が３件、報告事

項が２件、その他報告事項が７件であります。

まず、Ⅰの予算議案といたしまして、議案第

平成30年６月20日(水)
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１号「平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第

１号）」及び議案第15号「平成30年度宮崎県一般

会計補正予算（第２号）」についてであります。

これにつきましては、後ほど説明いたします。

次に、Ⅱの特別議案といたしまして、議案第14

号の県有地の賃貸借契約に係る民事非訟事件の

和解について、説明いたします。

次に、Ⅲの報告事項は、平成29年度繰越明許

費及び平成29年度事故繰越しにつきまして、報

告するものであります。

Ⅳのその他報告事項は、宮崎県新エネルギー

ビジョンの見直しについてなど、７項目を報告

いたします。

それでは、１ページをお開きください。

１の歳出予算集計表（課別）についてであり

ます。

この表は、議案第１号及び議案第15号に関す

る歳出予算を課別に集計したものでございます。

議案第１号は、国の補正予算に伴いまして、

海岸漂流物等の回収・処理や、再造林を推進す

るため、伐採から植林までの一貫作業及び路網

整備を支援するために補正するものであります。

議案第15号は、霧島山火山活動対策として、

長江川・川内川水系の水質監視強化や、その改

善策の検討のために必要な経費を補正するもの

であります。

この結果、今回の補正では、一般会計で、表

の中ほど、補正額Ｂの列の小計の欄にございま

すように、１億4,713万1,000円の増額をお願い

しておりまして、補正後の一般会計予算額は、

補正後の額Ｃの列の中ほどの小計にございます

とおり、213億3,245万2,000円となります。

この結果、補正後の予算総額は、一般会計と

特別会計を合わせまして、同じくＣの列の一番

下、合計欄にありますとおり、225億8,193万1,000

円となります。

次に、２の債務負担行為補正（追加）につい

てであります。

これは、森林経営課が所管しております地方

創生道整備推進交付金事業につきまして、平成31

年度までの期間で、限度額２億7,300万円、債務

負担行為の設定をお願いするものであります。

私からの説明は以上でありますが、各説明事

項の詳細につきましては、それぞれの担当課長、

室長が説明申し上げますので、よろしくお願い

いたします。

○蕪循環社会推進課長 お手元の歳出予算説明

資料の19ページをお開きください。

当課の補正額は、左から２列目の補正額の欄

にありますように、273万円の増額をお願いして

おります。この結果、補正後の額は、右から３

列目にありますように、19億6,309万2,000円と

なります。

それでは、内容について御説明いたします。

21ページをお開きください。

（事項）一般廃棄物処理対策推進費の273万円

の増額で、説明欄１にありますように、海岸漂

着物等地域対策推進事業の増額であります。詳

しい内容は、別冊の委員会資料で説明させてい

ただきます。

委員会資料の２ページをお開きください。

事業の説明に入ります前に、海岸管理の全般

的な内容から説明させていただきます。

このページの右側、３ページをごらんくださ

い。

１の海岸漂着物対策の（１）のところにあり

ますが、海岸の維持・管理に関しましては、こ

の写真にありますように、台風災害等により、

海岸が大量の漂着物で覆い尽くされるような場

合には、河川課、港湾課、漁村振興課、農村整
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備課といった海岸を所管する県の部局が、海岸

管理者として回収・処理を行っているところで

す。

こうした海岸管理者の事業とは別に、（２）に

ありますように、青島海岸などの景勝地や海水

浴場では、一般的な海岸管理行為よりも、高い

美化レベルを保つ必要があり、日常的な漂着物

の除去が行われております。

しかし、こうした局地的な地域ニーズは、海

岸管理者の対応では限界があることから、平成28

年度から市町村を事業主体とする海岸漂着物等

地域対策事業として取り組んでいるところであ

ります。

今回御審議いただく、この事業は環境省の補

助事業を活用しており、その概要については、

その下の２をごらんください。

この補助金は、県が災害時等に行う回収事業

と同じもので、（１）の事業概要にありますよう

に、回収・処理事業における補助率は基本的に10

分の７、離島は10分の９、半島地域は10分の８

に補助率がかさ上げされております。

また、（２）にありますように、市町村が事業

主体となる場合であっても、都道府県に一括交

付される制度となっておりますので、県を経由

する間接補助事業ということになります。

では、左側に戻っていただきまして、１の事

業の目的・背景についてですが、先ほど御説明

したとおり、局地的で美化レベルの高い地域ニ

ーズに対応することを目的とするもので、２の

事業概要につきましては、（１）の予算額は、補

正額が273万円の増額で、補正後の額は476万円

となります。

（２）の財源は、全額、国庫による間接補助

事業となります。

（３）の事業期間は記載のとおりで、（４）の

事業主体については、宮崎市と串間市でありま

す。

これは、補正予算取りまとめ時には、宮崎市

のみでありましたが、その後、串間市が新たに

取り組む意向を示したため、あわせて国へ要望

を行ったところ、今回、串間市分も含め、補助

金の内示を受けたものであります。

最後に、事業効果としましては、３にありま

すように、海岸管理者だけではなく、市町村に

おける取り組みが推進されることで、より一層

の本県の海岸景観の保全が図られるものと考え

ております。

説明は以上でございます。

○日髙森林経営課長 歳出予算説明資料の23ペ

ージをごらんください。

森林経営課の今回の補正額は、左欄にありま

すように、１億360万でございます。30年度補正

後の額でございますが、79億9,273万6,000円と

なっております。

それでは、具体的な事業の内容について、常

任委員会資料で説明いたします。

常任委員会資料の４ページをごらんください。

「林業・木材産業成長産業化促進対策事業」

でございます。

この事業は国の新規事業を活用するもので、

今回、新たに予算要望を行うものであります。

１の事業の目的・背景でございますが、これ

まで効率化が難しかった造林作業において、木

材の伐採・搬出作業で使用した林業機械を、造

林作業で最も重労働とされる地ごしらえなどの

作業に活用し、伐採と造林を一体的に行う一貫

作業システムにより作業の効率化を図り、再造

林を推進するとともに、林業経営が集約化され

る地域を中心に路網整備を行い、低コスト化を

進めるものでございます。
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事業の内容については、右の５ページで説明

します。

中ほどに、造林の従来方式と一貫作業システ

ム方式の違いを記載しておりますが、従来方式

では、秋口に伐採・搬出した後、一定の休止期

間を経て、苗木の活着がよい春ごろに地ごしら

えや植栽を行っております。

これに対し、右側の一貫作業システムでござ

いますが、春だけでなく、一年を通して活着が

可能なコンテナ苗の開発等により、造林を活着

のよい春ごろに限定されずに、伐採時期に合わ

せて行うことが可能となりました。

左上の写真を見ていただきますと、これは伐

採・搬出時に使用した丸太をつかんで木寄せし

たり集材したりするグラップルという林業機械

でございますが、この一貫作業システムでは、

こういった機械を、伐採後、地ごしらえとして

活用し、その後、コンテナ苗で植栽までしてい

きます。この方式の導入により、従来方式に比

べ造林時の人力作業がかなり軽減されます。

次に、路網整備でございますが、下のイメー

ジ図にありますとおり、森林の施業の効率化を

図るために、公共事業等で林道を開設している

ところでありますが、林道は公道等と連絡する

森林内の基幹的林道でもありますが、森林の施

業の効率化、低コスト化を図る上では、この林

道と連絡する支線となる路網を効果的に設置し

ていくことが重要でございます。

このため、本事業において、主に10トン積み

トラックの走行を想定した林業専用道と、林業

機械の走行を想定した森林作業道を開設するも

のであります。

４ページにお戻りいただいて、２の事業内容

でございますが、①の一貫作業システムが、事

業主体が林業経営体で、予算額7,710万円で、100

ヘクタールを実施する予定でございます。

また、②の路網整備は、事業主体が市町村で、

林業専用道928メーター、森林作業道1,000メー

ターを開設する予定で、予算は2,520万円でござ

います。

なお、①と②を合わせた予算は１億230万円で、

全額国費でございます。

３の事業効果でございますが、一貫作業シス

テムの導入により、林業従事者の作業の軽減が

図られるとともに、これまでは、伐採は素材生

産業者、造林は森林組合が中心に行うという状

況にございますが、このシステムの定着が進め

ば、造林部門への民間の素材生産事業者の参入

が促進され、再造林の推進に寄与するものと考

えております。

また、路網の充実により低コスト作業が進み、

森林資源の循環利用が推進されるものと考えて

おります。

続いて、６ページをお開きください。

「路網作設高度技能者育成事業」でございま

す。

この事業につきましても、国の新規事業を活

用するもので、今回、補正予算に計上させてい

ただいております。

１の事業目的でございますが、林道や作業道

などの森林内の路網は、先ほども御説明したよ

うに、木材を森林内から効率的かつ低コストで

搬出したり森林施業を行う場合、有効ですが、

木材の搬出のみならず、造林や間伐などの維持

管理を適正に行い、森林の多面的機能を持続的

に発揮するための森林管理上からも、極めて重

要な基盤、インフラでございます。

このため、丈夫で災害に強い森林作業道を作

設するための技能、特にこの事業では、ＩＣＴ

等を活用した技能を身につけていただく目的で
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研修をします。

右のページをごらんください。

この事業では、林業事業体を対象として、森

林作業道の設計、工事のための技能研修を行い

ます。

まず、作業道の設計におきまして、一番左の

写真にありますように、地図をコンピューター

に落とし込み解析する地理情報システムのＧＩ

Ｓや、人工衛星画像を活用するＧＰＳのほか、

これまで急峻地などの状況を直接人間の目で確

認していた作業を、ドローンによる画像撮影技

術を活用するなど、遠隔探査、操作による測量

や設計作業を行うリモートセンシングという手

法を用いた設計手法について、研修を実施しま

す。

また、こうした設計に基づく施工技術の研修

を現場で行うものでございます。

６ページにお戻りいただいて、２の事業概要

ですが、予算は130万円で、全額国費でございま

す。

３の事業効果ですが、作業道の整備が促進さ

れ、森林所有者の所得向上につながりますとと

もに、林業技術者を確保する労働環境が年々厳

しくなる中、ＩＣＴ技術等の活用により作業の

効率化が図られ、林業労働環境の改善にも資す

るものと考えております。

説明は以上でございます。御審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

○冨山環境管理課長 歳出予算説明資料、議案

第15号の１ページをお開きください。

環境管理課の補正額は、左から２列目の補正

額の欄にありますように、一般会計で4,080

万1,000円の増額をお願いしております。

補正後の額は、右側から３列目にございます

ように、３億7,500万2,000円となります。

次に、５ページをお開きください。

下の欄、説明の欄にありますように、事業名

は「水質白濁等に係る監視・対策検討事業」で、

事業費が4,080万1,000円でございます。

事業について御説明いたします。

常任委員会資料の８ページをごらんください。

１の事業の目的でございますが、硫黄山の噴

火後から、長江川・川内川水系の白濁等につい

ては、これまでの検査で、ヒ素が最大で環境基

準の170倍となるなど、幾つかの項目で環境基準

を上回る数値が検出されており、農業用水の利

用が大きく制限されるなど、深刻な状況にござ

います。

このことから、河川等の水質などの監視を強

化し、検査結果について関係機関と広く共有・

公表するとともに、水質を改善するための対策

や、沈殿物の処理方法について、国や宮崎大学

を初めとする有識者等と連携し、効果的な対策

を検討することとしております。

２の事業概要でございますが、予算額は補正

で4,080万1,000円、全額一般財源で、事業期間

は平成30年度の１カ年、事業主体は県でござい

ます。

（５）の事業の内容は、①水質検査事業が2,372

万5,000円で、河川と地下水の水質検査を行うも

のです。

河川の水質検査はこれまでも実施しておりま

したが、検査を強化し、河川の調査箇所は、農

業用水に関連する箇所を加えて、右ページの地

図にありますとおり、地点をふやして検査を行

うこととしております。

地下水については、今後、必要に応じて検査

を実施してまいります。

②の沈殿物検査事業は707万6,000円で、えび

の市が設置した沈殿池の沈殿物などの検査を行
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うもので、今後、沈殿物対策のための調査を実

施していく予定としております。

③の水・環境対策研究事業は1,000万円で、水

質等の改善や、沈殿物処理対策などに係る有識

者等との共同研究の費用となっており、国や宮

崎大学を初めとする有識者等と連携してまいり

ます。

３の事業効果は、（１）水質等の検査を強化す

ることにより、農業用水利用対策や沈殿物の処

理対策に活用できるとともに、正しい情報を随

時公表していくことで、誤った情報による風評

被害や地元の不安感を払拭したいと考えており

ます。

（２）水質等の改善対策を調査研究すること

により、この対策を関係者とともに具体的に進

めてまいりたいと考えております。

なお、これまでの水質検査の結果等について

は、10ページにお示ししておりますけれども、

実は昨日、新しいデータが出ておりますので、

本日お配りした参考資料をごらんください。

その参考資料の水質検査、１番の水質検査の

結果におきまして、①のえびの橋から③の長江

橋の赤子川の上流域の調査地点では、６月13日

のデータでも、依然として赤字で示すような環

境基準を未達成の項目がございますが、この項

目は、ごらんのとおり減少しているかと思いま

す。また、数値も改善状況にございます。

また、長江川下流で、川内川合流前の④の長

江川橋では、今回初めて検査した全ての項目で

環境基準を達成しています。

今後は、今回のこの事業の中で、これらの検

査を引き継いでいくとともに、調査地点等をふ

やすなど、監視を強化してまいりたいと考えて

おります。

環境管理課の説明は以上でございます。

○大岩根自然公園室長 委員会資料の12ページ

をお開きください。

議案第14号、県有地の賃貸借契約に係る「民

事非訟事件の和解について」、自然公園室から御

説明させていただきます。

民事非訟事件とは、裁判所が処理する事件の

うち、民事訴訟以外の民事事件をいいます。

まず、１の民事非訟事件の概要です。

（１）にありますように、県が貸し付けを行っ

ております青島参道沿い県有地において、賃借

人１名から、土地の賃借権を第三者に譲渡した

いとの申し出がありました。

県としましては、賃借権の譲渡は賃貸借の長

期化を招き、青島地域の再開発に支障が生じる

ことから、賃借権の譲渡は認められないとして

承諾しなかったところ、借地借家法の規定に基

づき、県の承諾にかわる裁判所の許可を求める

申し立てが行われたものです。

２の青島参道沿い県有地の概要についてであ

ります。

（１）にありますように、青島参道沿い県有

地は、県が植物園や園地などの公園整備を行う

目的で、昭和35年に国から取得した土地の一部

で、取得する際、国と賃貸借契約を締結してい

た商店主の賃借権を承認することが条件とされ

たことから、現在も継続して貸し付けを行って

いるものです。

青島参道エリアは、観光再生を達成するため

の重点整備地区内にあり、宮崎市を初め、関係

者が連携して整備を進めておりますが、複数の

個人との間に土地賃借権が存在することから、

段階的整備にとどまっているところであります。

13ページの６、位置図をごらんください。

公園室で所管しております県有地は、青島ビ

ーチパークと参道の南側にありますが、今回の



- 8 -

平成30年６月20日(水)

物件は、黒色で示しておりますボタニックガー

デン正門横に位置しております。

12ページに戻っていただきまして、３、裁判

の概要ですが、事件名は平成29年土地賃借権譲

渡許可申立事件になります。

申立人は、神奈川県在住の櫻木正隆氏でござ

います。

これまでの経過につきましては、（４）にあり

ますように、平成29年５月に、申立人から宮崎

地方裁判所に土地賃借権譲渡許可申立書が提出

されました。

県といたしましては、国有地取得時に賃借権

を有している者に限って借地を認めていること、

また、公園整備を行うために所有している公共

性の高い土地であることを理由に、平成29年７

月から11回の審問で主張を行ってきましたが、

去る４月23日に、申立人と県の双方の主張を踏

まえ、裁判所から和解勧告がなされたところで

あります。

４の和解の内容ですが、（１）から（５）にあ

りますように、当該県有地に係る賃貸借契約の

存続期間が、平成51年３月31日までであること

を確認する。

本件賃借権の賃借料は、公有財産取扱規則に

より算定した貸付料とする。

県は、平成30年７月１日付で、申立人が本件

賃借権を利害関係人に譲渡することを承諾する

こと。

利害関係人は、県に対し、平成51年３月31日

限り、本件土地に現存する建物を収去して、本

件土地を引き渡し、建物買取請求、その他の金

銭の要求はしない。

利害関係人は、増改築を行うときは、県の承

諾を得ることという内容となっております。

和解理由につきましては、５の（１）から（３）

にありますように、裁判所から和解勧告がなさ

れたこと。

今回の和解を受け入れない場合、借地借家法

の規定により、賃貸借契約期間の更新が引き続

き可能となり、契約終了時期の見込みが立たな

くなること。

本和解が成立すれば、契約終了時期が確定す

るほか、契約終了時には利害関係人が建物を収

去して土地が返還されること。

また、県に対する各種費用の請求が放棄され

ることから、県にとって利益が大きいと判断さ

れ、弁護士とも協議を行った上で、勧告に応じ

て和解することといたしました。

議案第14号についての説明は以上であります。

審議のほど、よろしくお願いいたします。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

議案についての質疑はありませんか。

○髙橋委員 委員会資料２ページの海岸漂着物

等地域対策推進事業ですけれど、この事業は、

もともと災害等で漂着物があった海岸を処理す

ることでいいわけですよね。今からあるものに

対してじゃないですよね。宮崎市とか串間市が

事業主体となっているけれど。もう既に災害が

あったところのことなのか、まずはその確認で

す。

○蕪循環社会推進課長 災害等で打ち寄せた漂

着物等については、基本的に海岸管理者のほう

が除去するんですけれど、それとは別に、それ

で手が回らないようないろんな清掃事業とか、

そういったものをボランティアでやられている

事業について、市町村がされるものについて補

助をするというものです。

ただ、具体的に活用されているのは、青島海

岸等のように、実際、海岸に災害等で漂着した

ごみの除去というものに使われているのが実情
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だということでございます。

○髙橋委員 私が聞きましたのは、この事業の

対象が過去のものなのか、これからのものなの

かということで。

○蕪循環社会推進課長 これにつきましては、

これから起こるものについてを今のところ想定

しておりまして、これから台風シーズンになり

ますので、できるだけ早く予算を確保した上で

実行に移したいということで、今回お願いする

ものです。

○髙橋委員 事業主体が宮崎市と串間市で決

まっているじゃないですか。これがちょっとう

まくすとんとこないもんですから。海岸を有す

る日南市とか、あるもんですから、その辺を

ちょっと教えてください。

○蕪循環社会推進課長 基本的には、この海岸

の管理というものについては、海岸管理者が行

うものとされておりまして、冒頭で御説明いた

しましたが、３ページにございますように、海

岸管理者というところ─県の河川課、港湾課、

漁村振興課、農村整備課というところが基本的

にはそういった除去とかを、海岸管理の一環と

して行うのが実情なんですが、それとは別に景

勝地とかについて特に踏み込んで事業を行いた

いというところは、市町村が実施しておられま

す。

その中で、昨年度までは宮崎市が特に青島海

岸とかを中心に取り組まれておったんですが、

昨年度、台風22号で串間市の市木海岸にかなり

漂着物が打ち寄せたもんですから、海岸管理者

─そこは漁港なんですが、漁港管理者のみで

の復旧にはちょっと時間的にかかったというこ

とで、そういったことの対策として串間市もこ

ういったメニューに参画できるようにというこ

とで、今回、要望があって、実現したものです。

ほかの市町村につきましても、このような要

請とかがあれば、この制度はかなり有利な制度

ですので、県としても進めていきたいとは考え

ておるんですが、国の限られた予算の中で行う

ものでありますし、市町村におきましても、海

岸管理者が一義的には行っているので、今のと

ころ要望している市町村はこの２つということ

になっている実情でございます。

○髙橋委員 わかりました。宮崎市と串間市が

事業主体となっているのは、今年度、これから

災害があったときのために、あらかじめ手を挙

げているということの理解でよろしいんですね。

○蕪循環社会推進課長 はい、そのとおりでご

ざいます。

○髙橋委員 賢いなと思いましたけれど。結局、

今からですよね、台風シーズンで海岸がある市

町村は、こういったときに困るんです、いろい

ろと地元から要望があったりしてですね。予算

に限りがあるということで273万円ですか、この

範囲内だったら、これから手を挙げても大丈夫

でしょうけれど、もし仮に273万を上回るような

事業であれば、どうされますか。

○蕪循環社会推進課長 先ほども申しましたと

おり、一義的には海岸管理者のほうで事業をす

ることになります。特に、この市町村が取り組

むものにつきましては、より踏み込んだ形でと

いうことで計画されておりますので、今のとこ

ろ要望されているのがこの２市ということであ

りまして、まずは海岸管理者が取り組むべきも

のということになります。

下段の参考の欄にございますが、この事業に

つきましては、海岸管理者が行う海岸漂着物回

収処理事業というのがありますので、こちらの

ほうで各管理者が行うものについては、一応の

補助制度が用意されているところでございます。
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○二見委員長 関連の質疑はありますか。

○来住委員 予算額が273万で、そんなに大きな

額じゃないんですけれど。例えば串間市なんか

でも、高松のところだとか、それから市木のほ

うだとか、海岸は結構長いじゃないですか。そ

うすると、例えば、串間市はこの事業では、串

間市全体の海岸をこれで見るのか、それとも、

ここからここまではこの事業で自分たちがした

いとかいうような、何か地域が指定されるのか

なと思っているんですけれど、その辺をもう少

しわかるようにしてくれませんか。

○蕪循環社会推進課長 この事業につきまして

は、あくまでも海岸管理者が行う事業を補完す

るという形で取り組むものでありまして、串間

市さんが特に重点的に取り組みたいというもの

に関して要望が上がってきまして、それについ

て内示がありましたということでございまして。

特に今回は市木海岸を想定されているというふ

うに考えております。

○来住委員 そうすると、例えば台風とかで大

量の漂着物が来た場合は、県の管理者のところ

で、ちゃんと事業としてはされるというふうに

理解すればいいんですね。

○蕪循環社会推進課長 この海岸漂着物の回収

処理事業というのもございますし、もしくは災

害関連事業ということで、大規模なものになり

ましたら、そちらのほうの採択要件にもなりま

すので、海岸管理者のほうがそういった対策を

講じながら対処されるというふうに考えており

ます。

○来住委員 わかりました。

○濵砂委員 最終的にこの漂着物の処理ですよ。

前にも聞いたような気がするけれど、海水がま

じっていますので、これは最終的にはどうする

んでしたかね。

○蕪循環社会推進課長 昨年度、大量に青島海

岸のほうに漂着したものにつきましては、確か

に塩分が入っていたりするもんですから、その

処理につきましては、港湾のほうに一時仮置き

をしまして、そこで雨水とかを当てながら、あ

る程度、脱塩、水で流した上で焼却とか埋め立

てとか、そういったところに持ち込んでいると

いうのが実情でございます。

○二見委員長 関連はありますか。なければ、

ほかのところで。

○濵砂委員 ４ページの再造林推進事業なんで

すが、この中の、10トン積みトラックの林業専

用道。新たに聞いた名前なんですが、これは山

の中に林業専用道というのを抜くんですか。

○日髙森林経営課長 路網につきましては、従

来、林道と作業道という区分けがございました

けれども、近年になりまして─年代について

は平成20年代ということですけれども、林道と

いうのは基幹的なもので公道と連絡すると。作

業道につきましては、どちらかといえば、伐倒

作業で林業用機械が入ったりするというような

ことでございます。

林野庁のほうで、林道と作業道、そこをつな

ぐ道路として林業専用道という形で、新たに出

てきた区分でございまして、林道が大体４メー

ターから５メーター、それから作業道が３メー

ター以内でございますけれども、林業専用道は

路肩を含めて３メーター50というような形で、

新たな区分として出てきた路網でございます。

○濵砂委員 つまり作業が終わった後は、道路

じゃなくて、山に戻るということなんですか。

○日髙森林経営課長 作業道につきましては、

そういった、今、委員がおっしゃったような一

面もございますけれども、林業専用道につきま

しては、10トントラックが主に走行できるとい
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うことですので、作業が終わった後も路網とし

て活用するということが想定でございます。

○濵砂委員 個人道じゃないわけだね。

○日髙森林経営課長 市町村が管理する道路と

なっております。

○濵砂委員 それから、森林作業道なんですが、

いつも気になるんですけれど、この道路にも植

栽をしていくんですか。この道路内は地ごしら

えをしなくても植えられますよね。

○日髙森林経営課長 基本的に作業道を開設し

た場合でも、場合によっては森林に戻すところ

がないわけではございませんが、やはり宮崎県

の路網密度がヘクタール当たり38メーターとい

うことで、まだまだヨーロッパ等に比べると路

網密度を上げていかないといけないので、作業

道につきましても、ほとんど開設後は道路とし

て利用するというようなことですので、作業道

の中に植林するということは、ほとんど実態と

してはございません。

○濵砂委員 なるほど。じゃ、道路は道路とし

て、例えば30年、40年、残すということなんで

すね。

これで、ヘクタール当たり38メーター。この

所有面積は、比較にはならないと思うんですけ

れど、例えば、今、40年の杉材で何立方ぐらい

ですか、ヘクタール当たり。

○日髙森林経営課長 40年生ですと─概略的

な言い方で申しわけないんですが、本来であり

ますと、収穫表を見ないといけないんですけれ

ど、大体500立方から600立方程度というふうに、

幅が大きいですけれど、それぐらいの規模でご

ざいます。

○濵砂委員 そのうちの38メーター、幅５メー

ターにしたときでも、そこまで山元の手取りは

減ることはないと。新たに作業道を抜いていく

よりも、そのほうがずっと効果的だということ

ですね。

○日髙森林経営課長 既設の道路があれば、そ

こを活用するにこしたことはございませんし、

あえて申し上げますと、路網密度というものは、

山の際から200メーター以内に入る道路は路網と

して活用できるという形で入れておりますので、

新たに作設するよりも既設を作設したほうが低

コストになるというふうに考えております。

○濵砂委員 一般的に路網が入っている場合、

作業道が密に入って、38メーター入った場合の

立米当たりの搬出費用というのは、どのくらい

かかるものですかね。

○日髙森林経営課長 以前ですと、架線を使っ

た場合には、現地の地形状況によりますので、

立方当たりの搬出費は5,000円から１万円という

幅でございましたが、作業道が入っていて林業

機械を使った場合には、現状ですと、4,000円程

度で搬出できるという状況でございます。

○濵砂委員 例えば杉を植えて40年たって、500

立方が成長したと、蓄積されたとすると、１万

円のときに500万。4,000円ということは、幾ら

になるんですかね。

○日髙森林経営課長 4,000円のときですか

ら、200万程度になります。

○濵砂委員 かなり効率がよくなるんですね。

今までと比べるとね。わかりました。

○二見委員長 関連の質疑はありますか。

○髙橋委員 素朴な質問で申しわけないですが、

今の件です。伐採、搬出作業で使用した機械を

地ごしらえなどの造林作業に活用するというこ

となんだけれど、アームの先に何か特別な機械

ができたとか、それじゃないんですよね。単純

に、今までの機械を活用するということでしょ

う。
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○日髙森林経営課長 この写真に挙げているの

はグラップルといいまして、木材をつかんで引

き寄せたりするものでございます。実際、この

林業機械がない場合は、例えば伐採した後、枝

葉が整理されていない現場で、新たに植林をや

ろうとすれば、そこは人間が人力作業でやらな

いといけないと。しかし、この機械があれば、

つかんで整理できますので、まず現場の清掃、

整理ができると。

さらに、現場には風よけとか、そういった形

で植林するために、畝という段々になったもの

をつくるんですが、そういった地ごしらえ作業

をこの機械で行うことができるというようなこ

とで、伐採で木寄せをしたり集材したりする機

械をそのまま使えるというようなことでござい

ます。

○髙橋委員 いわゆるグラップルという機械な

んでしょうけれど、今までしなさればよかった

のにですね。今までも、そういうふうにできた

わけですから。今までしなかった理由というの

があるわけですよね。

○日髙森林経営課長 先ほど説明したように、

コンテナ苗が開発されて、１年を通じて造林で

きるというようなことでございました。前の苗

ですと、春先しかできなかったと。実際、伐採

については秋口がほとんどですので、結局、切

る時期と植林時期が違うということになると、

１回、現場を引き揚げないといけないというよ

うなことでした。

ですから、委員御指摘のとおり、なぜ前から

やらなかったかということにつきましては、コ

ンテナ苗で１年を通じて植林できるというとこ

ろが、非常に効果が大きかったのかなというふ

うに考えております。

○髙橋委員 よくわかりました。そのコンテナ

苗も私の記憶では、出てきて数年たっていると

思うんだけれど、やっぱりコストの問題で、こ

れが普及しなかったということですよね。

○日髙森林経営課長 この一貫作業システムに

つきましては、従来の苗を使った場合と、一貫

作業システムをやってコンテナ苗でやった場合

のコストというのは、結果的には余り変わらな

かったというようなことでございます。といい

ますのも、コンテナ苗がまだ普通苗の倍ぐらい、

普通苗が70円ぐらいに対してコンテナ苗が130円

ぐらいします。従来の苗ですと、2,500本程度植

えていたんですが、コンテナ苗の場合、活着が

いいので2,000本ぐらいで済むんですが、そこの

単価差があるというようなことで、コストとし

ては変わらないんです。

ただ、この植林に係る作業量、人力作業量が、

この機械を使うことによって60％低減できたと

いうようなことですので、作業の軽減化という

ことについては非常に効果があることと、今後、

コンテナ苗を使うことによって、コンテナ苗の

コストを下げていくという努力が必要かなとい

うふうに考えております。

○二見委員長 関連の質疑はありますか。なけ

れば、ほかに質疑は。

○来住委員 環境管理課にお尋ねします。

例の水質汚濁の問題ですけれど、一つ聞きた

いのは、今回の硫黄山のような事例ですね、河

川が白濁したり、しかも、この流れてきている

ものの中にヒ素だとか、そういうものが含まれ

ている。そういう事例は全国にはあるのかなと

いうのを思っているんですけれど、それはどう

なんでしょうか。

○冨山環境管理課長 私どもが調べた状況です

と、草津温泉のほうの下流の川が同じくヒ素と

かが出て、対策をとられている事例がございま
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した。

また、玉川温泉のほうにも同じような事例が

あるというのは、ホームページ等で探しており

ます。

○来住委員 そこでは具体的にどういう対策を

しているんでしょうか。それは何かつかんでい

らっしゃいますか。

○冨山環境管理課長 草津温泉のほうでござい

ますと、あそこもやはりｐＨが低いというよう

な同じ状況なんですが、石灰で中和作業を行っ

て、その下流側のダムで沈殿させて処理すると

いうふうな事業を行っているようでございます。

○来住委員 現に、えびの高原の上のほうにも

沈殿池が幾つかあるし、赤子川にも、えびの市

がつくった沈殿池があるんですけれど、ちょっ

と聞いた話では、沈殿物はどこかに持ち出して

処理するというのは、何か厳しいんだと、そこ

で処理しなきゃいけないとかって聞いているん

ですが、それはどうなんでしょうか。

○冨山環境管理課長 沈殿物については、私た

ちも検査を実施しまして、ヒ素の成分分析、含

有量は低かったという事実はありますが、それ

だけではなくて、溶出試験をしましたところ、

やっぱりヒ素等が出てきますので、適切な処分

をしなければならないと考えております。その

処分方法につきましては、今回上程しました委

託事業の中で適切な方法を、効率的にやれる方

法とかを研究していくというふうな流れで考え

ております。

○来住委員 全国ではそういう沈殿物の中に例

えばヒ素が入っていたとか、そういうものの処

理を行っているところがあるんですか。

○冨山環境管理課長 先ほどの草津温泉の関係

でいいますと、沈殿物は周辺のところに置いて、

浸出水は同じ川に入っていて循環させながら処

理するというふうな事業を行っているようでご

ざいます。

○来住委員 今後のことになると思うんですけ

れど、流れてくる水の検査をされて、それはだ

んだん基準以内におさまる。それは非常にいい

ことですが、問題は、例えばきょういただいた

これでも、えびの市の赤子川の沈殿物分析結果

では結構まだ高いのがあったりしますよね。

そうすると、どの時点で、わかりやすい言葉

で安全宣言みたいなものが出せるのかなって。

流れてくる水はオーケーだけれど、しかし現実

に、もっと上流のほうで沈殿されているものを

調べると、結構高いとかというのが、初めての

経験ですから、全く僕なんかも理解できないん

ですけれど。全国的には何かそういうものがあ

るのかなと思っているんですが。

○冨山環境管理課長 まず、基本的には、その

沈殿物の処理と、水の中に溶けている有害物質

の処理については、今から研究していくのが基

本的なスタンスでございます。他県の事例等は

ございますので、そういったのを見ながら。実

際、いろんな事例があるようです。それをどう

いうふうに当てはめていいのかというのを研究

していきたいと考えております。

○来住委員 とにかく、よく調べていただきた

いと思います。よろしくお願いします。

○二見委員長 関連質疑はありますか。よろし

いですか。ほかに質疑はありませんか。

○西村委員 この特別議案で。特別議案になっ

ているということは、まだ和解をしていないと

いうことだと思うんですけれども、この方々の

賃借料と、ここで譲歩して和解をしてしまえば、

ほかの県有地に入られている方々も、「いや、そ

れだったら自分たちも」という話に今後ならな

いのかなと思うんですが、そのあたりはどうな
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んでしょう。

○大岩根自然公園室長 まず、賃借料につきま

しては、現在、５名の方に払っていただいてお

るわけですが、基本的に70％ほど減額した賃借

料になっております。

また、今回の特別議案における民事非訟事件

につきましては、この櫻木さんの案件のみに適

用されますので、今後は、今回の和解を通じて

内容の確認をいたしまして、その上でほかの方

々との協議を進めてまいりたいというふうに

思っております。

○西村委員 これは当時、国から払い下げたと

きの賃借契約というのが非常に甘かったという

ことだと思うんですよね。この期に及んで、そ

ういう訴訟が起こされてしまって、和解を受け

入れなくてはいけないということで、改めて、

あとさらに21年延長していくというような条件

ですから、非常に県としてはかなり譲歩してい

る状況なんですけれども。そもそも70％減額し

ていて、非常においしい物件であるから、それ

は手放したくないと思うのが当然だと思うんで

すが、その70％減額している理由と、この周辺

の不動産、賃貸されている方もいると思うんで

すが、その方々との大体の家賃の差がどのぐら

いありますか。

○大岩根自然公園室長 賃料につきましては、

平成13年と、ちょっと年数は判明していません

けれど、２回ほど請願書が地元のほうから上が

りまして。観光客が少なくなったということも

あって、知事のほうに請願が上がりまして、70

％近い減額をしているわけですが、今回の案件

につきましては、通常の賃借料ということになっ

ております。

また、ほかの場所についてはちょっと把握し

ておりませんが、基本的には今回の和解案件に

つきましては、通常の賃借料で支払っていただ

くということで合意しているところでございま

す。

○西村委員 このちょうど県有地の軒先に並ん

でいる商店をごらんになったことはありますか。

明らかに、こう言っては失礼ですけれど、商売

意欲というものをそこまで感じません。もちろ

ん、ほかのお店が一生懸命もっと頑張っている

から、対比してしまうこともあるんですけれど

も。それを考えたときに、今回その70％減額は、

ここはやめるということですよね。100％、今度

は家賃をもらうということなんですけれども。

それによって、今までよりも期限が定められて、

家賃もしっかり入ってくるから得だということ

で、これが一つの県の考え方だと思うんですけ

れども。

これを機に、今ある、70％減額されている方

々との整合性というのを、考えていかなくちゃ

いけないと思うんですけれども、今回、次々に

例えば訴訟を起こされないような取り組みとい

うのは、ほかの店主、残りの方々ともされて、

めどが立っているということでいいんですか。

○大岩根自然公園室長 今回の非訟事件につき

ましては、非公開で協議しておりますので、ほ

かの方々にはまだ説明はしていないところです。

今回の和解を受け入れない場合に、借地借家

法の19条というのがございまして、地主が承諾

しない場合には裁判所の許可を受けて承諾する

ということになりますと、基本的に借地借家法

が適用されますので、そうなると、主契約30年、

その後20年、その後、順次10年ずつの更新になっ

てしまいます。そうなりますと、県のほうにそ

の土地が返ってこないということになりますの

で、今回の和解を入れることで最終期限が確定

しますので、県にとって有利であるというふう
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に考えているところです。

○西村委員 最後にしますけれど、ここは、用

途は完全にお店のようなものをやるという条件

とか、そういうものはついているんですか。20

年であれば別の用途で使われる可能性というの

は残るんですかね。

○大岩根自然公園室長 今回の譲受人は、この

青島地域でお菓子屋さんを経営しておられる方

で、確実にお土産物といいますか、お菓子店を

開かれるということで聞いております。

○二見委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、次に報告事項に関す

る説明を求めます。

○城戸環境森林課長 環境森林課でございます。

常任委員会資料の14ページをお開きください。

平成29年度の繰越計算書についてであります。

平成29年度から30年度に繰り越した事業につ

きまして、繰越額が確定しましたので、地方自

治法施行令の規定に基づき御報告を行うもので

あります。

１の繰越明許費繰越計算書でありますが、主

管課別に、事業ごとの箇所数や繰越額などを記

載しております。

一番下の合計の欄ですが、環境森林部全体で16

事業、160カ所、繰越額は49億9,242万3,000円で

あります。

繰越理由としましては、表の右にありますよ

うに、国の補正予算の関係によるものなどであ

ります。

次に、２の事故繰越し繰越計算書であります。

自然環境課の２事業で３カ所、繰越額は１

億595万4,171円であります。

これらは西臼杵地区における事業で、平成29

年12月から平成30年２月にかけて、例年にはな

い大量の降雪と、予見できない低温の日が続き

まして、資材運搬路の凍結などによる品質・強

度の確保困難により、本体のコンクリート打設

工程が大幅におくれたことから、事故繰越しと

なったものであります。

説明は以上であります。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

○濵砂委員 ちょっと教えてください。自然環

境課の山地治山事業。この15億2,600万円という

のは、これはどういうものなんですか。この後

ろの説明書きでは、余りぴんと来ないもんです

から。

○黒木自然環境課長 いわゆる治山事業で、い

ろんなダムとかをつくる事業なんですが、国が、

２月に補正予算を組んだわけなんですが、この

分が２月以降の測量とかの発注になりますので、

それを繰り越したということになっております。

○濵砂委員 治山ダムとか、そういったもので

すね。何カ所ですか。

○黒木自然環境課長 合計で37カ所です。

○濵砂委員 37カ所で15億円なら、そう大した

金額じゃないんですけれど、特に大きいところ

とかあるんじゃないですか。

○黒木自然環境課長 個別には今手元にないと

ころではございますが、やはり国の事業になり

ますので、ある程度大きなものが対象になって

おります。

○濵砂委員 37カ所でしょう。15億円だったら、

治山の砂防ダムをつくるということになると、

一つで15億円ぐらいは十分かかりますよね。だ

から、37カ所もあるもんだから、何かそんな細

かいのがたくさんあるんですかということなん

ですよ。一般的には、15億円ぐらいの繰り越し

だったら、道路ならトンネルとか、そんなもの
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で１カ所とか２カ所というのが一般的なんです

けれどね。

○黒木自然環境課長 先ほど申しましたとおり、

これは国の補正予算で、２月補正になったもん

ですから、丸ごと全て今回繰り越したわけなん

ですが、中を見ますと、平均的に4,000万とか、

それから一番大きなものでも、6,000万とか、そ

ういったものが対象になっております。

○濵砂委員 それから、森林経営課。森林整備

事業11億6,000万円、これは２カ所ですよね。こ

れはどういったものになるんですか。

○日髙森林経営課長 この事業につきましては、

森林整備事業は２カ所ということで、実際整備

をする箇所が２カ所というよりは、２つの事業

で補正予算と既存の事業を受けたという意味で、

ここは整備事業は２というふうに記載しており

ます。

○濵砂委員 だから、この自然環境課の37件と

いう数字がね、ちょっと多いかなと思ったんで

すよ。ほとんど4,000万ぐらいですか。

○黒木自然環境課長 はい。

○濵砂委員 わかりました。

○二見委員長 ほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○城戸環境森林課長 資料の15ページをお開き

ください。

宮崎県新エネルギービジョンの見直しについ

て御説明いたします。

（１）の策定の趣旨についてであります。

本県では、平成16年３月に宮崎県新エネルギ

ービジョンを策定し、５年ごとに見直しを行い

ながら、新エネルギーの導入促進に努めている

ところであります。

その後、国内では、平成24年７月から導入さ

れました再生可能エネルギー固定価格買取制度

により、太陽光発電や、本県でありますが、木

質バイオマス発電等の導入が急速に進んでいる

状況であります。また、世界的にも、さらなる

普及が見込まれております。

このような中、国のエネルギー基本計画の見

直しが現在行われておりますことから、これら

を勘案しながら、ビジョンの見直しを行うもの

であります。

なお、現在のビジョンには、エネルギー情勢、

本県の地域特性、新エネルギー賦存量、導入量、

めざす将来像、導入目標等を記載しております。

（２）の計画の位置づけについてですが、県

総合計画や県環境計画の分野別計画と位置づけ

ており、また、県議会の議決の対象となってお

ります。

（３）の計画の期間についてですが、平成31

年度から40年度までの10年間としております。

（４）の計画策定の方法等についてですが、

エネルギーについて詳しい外部有識者からの意

見聴取や、県民・事業者へのアンケート調査、

パブリックコメントの募集を行う予定としてお

ります。

（５）の策定スケジュールですが、７月から10

月にかけ、外部有識者の意見聴取や、県民・事

業者へのアンケートを実施しまして、11月の当

常任委員会において、素案の御説明を行いたい

と考えております。

その後、12月から２月までの間、パブリック

コメントや外部有識者からの意見聴取を実施し、

取りまとめた上、来年６月の当常任委員会で計

画案の御説明を行いたいと考えております。

報告事項１については、以上であります。

では、引き続きまして、委員会資料の16ペー
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ジをお開きください。

２の新たな森林経営管理制度及び森林環境譲

与税等について御説明いたします。

まず、（１）の新たな森林経営管理制度の①新

たな経営管理の仕組みについてであります。

本制度は、先月、成立しました森林経営管理

法により創設されたものでありまして、森林の

経営管理を責任のある主体によって持続的に行

うため、森林所有者の経営管理の責務を明確化

するとともに、森林所有者みずからが経営管理

を実行できない森林について、市町村が経営管

理を行うために必要な権利である経営管理権を

取得した上で、林業経営に適した森林につきま

しては、意欲と能力のある民間事業者である林

業経営者に委ねることとします。

また、自然条件が悪く採算ベースに乗らない

など、林業経営に適さない森林や、民間事業者

に委ねるまでの森林につきましては、市町村み

ずからが経営管理を行うこととされております。

次に、②の市町村への経営管理権の設定につ

きましては、市町村が、経営管理の集約化を図

ろうとする森林を対象に、森林所有者に対し意

向調査を行い、その結果により、所有者との合

意のもとに、委託期間や経営管理の内容につい

て明らかにした経営管理権集積計画を定め、こ

れを公告することにより、市町村に経営管理権

が設定されることとなっております。

また、③の民間事業者への再委託につきまし

ては、市町村が、経営管理権を有する森林につ

きまして、民間事業者に経営管理実施権を設定

することによりまして、経営管理権を再委託す

ることができるとされております。

この民間事業者は、アの都道府県知事が募集

し、リスト化し公表した者を、イの市町村がリ

ストの中から選定して、経営管理実施権を設定

するとされております。

ウでは、そのために必要な経営管理実施権配

分計画の内容について記載しております。

次に、④の所有者不明森林に係る措置につき

ましては、共有林の所有者の一部に不明な方が

いらっしゃる場合、市町村が経営管理集積計画

等を公告することにより、不明者が計画に賛同

したものとみなすことのできる規定が設けられ

ました。

また、あわせまして、計画に同意しない所有

者がいる場合は、一定の手続を経まして、都道

府県知事が裁定を行う規定も設けられたところ

であります。

これらの新たな森林経営管理制度の施行は、

来年の４月１日となっております。

⑥の新制度の推進に当たっての課題でありま

すが、市町村において、林業技術者の嘱託職員

を地域林政アドバイザーとして活用するなどの

体制整備の必要性、市町村が森林を経営管理す

る上で、基本となる林地台帳の精度向上、市町

村が適切な森林整備を行うための権利を取得す

る上で必要となる、経営管理権集積計画の作成、

また、この計画に基づき森林整備を担う、意欲

と能力のある林業経営者の選定・育成が挙げら

れます。

県としましては、新制度が円滑に推進できる

よう、これらの課題解決に努めてまいりたいと

考えております。

次に、右のページの（２）森林環境譲与税等

についてであります。

①の概要ですが、温室効果ガス排出削減目標

の達成などを目的としまして、地方財源を安定

的に確保する観点から、平成31年度税制改正に

おいて、国税の森林環境税と森林環境譲与税が

創設されることとなりました。
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森林環境税の課税は、平成36年度から個人住

民税に年額1,000円が課税されますが、これに先

立ちまして森林環境譲与税は、新たな森林経営

管理制度の施行とあわせ、平成31年度から、市

町村と都道府県に対して譲与されることとなっ

ております。

譲与税の使途でありますが、来年１月の通常

国会に提出予定の法案に明記される予定ですが、

市町村が行う間伐や人材育成・担い手の確保、

木材利用の促進や普及啓発等の森林整備や、そ

の促進に関する費用、並びに都道府県が行う市

町村による森林整備に対する支援等となってお

ります。

次に、②の譲与基準及び本県への譲与額であ

ります。

アの譲与基準ですが、50％分が私有林人工林

面積、20％分が林業就業者数、30％分が人口に

応じた配分となっております。

イの譲与額ですが、現段階の試算で配分開始

当初は、国全体で約200億円、本県全体で５

億7,900万円、最終的には国全体で600億円、本

県全体で17億3,700万円と見込んでおります。

（３）宮崎県森林環境税の今後の検討方向に

ついてですが、来年度から譲与される国の森林

環境譲与税の使途は、先ほど説明いたしました

（２）ウのとおりでありますが、当面は新たな

森林経営管理制度を推進していくために必要な、

森林所有者に対する意向調査や、森林の境界画

定などに充てられることになると考えておりま

す。

一方、県の森林環境税は、県民参加の森づく

りや水源地域の広葉樹の植栽など、県が主体と

なって行う事業に充てているところであります

が、これまでに国から示された情報では、公益

上重要な森林の間伐や市町村による公有林化な

ど、部分的には、国の森林環境譲与税の使途と

重複する可能性があります。

しかしながら、森林環境譲与税は、県の喫緊

の課題である再造林対策などに対応できないお

それがあるため、引き続き、国などから積極的

に情報収集を行い、両税の関係・役割を整理し

てまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○冨山環境管理課長 常任委員会資料の18ペー

ジをごらんください。

平成29年度「大気、水質等の測定結果」につ

いて御説明いたします。

（１）目的は、県民の健康を保護し、生活環

境を保全するために、関係法令に基づき、県内

の汚染状況を監視したものでございます。

（２）測定結果の総括ですが、本県の大気、

水質及びダイオキシン類については、一部の項

目で環境基準を超えた地点がございましたが、

おおむね良好な状況でした。

まず、大気の測定結果ですが、表１をごらん

ください。

環境基準が定められている二酸化硫黄など、

６項目について、19ページの地図に番号をプロッ

トしておりますとおり、県内21カ所の測定局で、

項目はそれぞれ異なりますが、常時監視を行っ

ております。

その結果、18ページの（３）アの大気汚染常

時監視にありますとおり、二酸化硫黄、浮遊粒

子状物質及び微小粒子状物質のＰＭ2.5は一部の

測定局で、また、光化学オキシダントは全ての

測定局で、１時間値が数回超過するなどしたた

めに、環境基準を達成できませんでしたが、注

意報の発令基準には該当していませんでした。

なお、20ページに、過去５年間の経年変化を

示しておりますが、いずれも年平均値は環境基
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準を下回っており、横ばい傾向にございます。

21ページをごらんください。

イ、有害大気汚染物質モニタリング調査では、

ベンゼンなど４項目について、全ての測定地点

で環境基準を達成いたしました。

中ほどの図に、それぞれの５年間の経年変化

を示しておりますが、おおむね全国平均より低

く、かつ環境基準を大きく下回る良好な状況と

なっております。

ウの今後の取り組みですが、今後も監視指導

等を継続しますが、ＰＭ2.5などは大陸からの越

境汚染も考えられますので、国に対して国際的

な取り組みの継続を要望していきたいと考えて

おります。

22ページをごらんください。

（４）水質の測定結果のア、公共用水域につ

いてでございます。

表２にありますように、生活環境項目では全

ての水域で環境基準を達成しました。

健康項目では、ヒ素が高千穂町の土呂久川の

２つの地点で、また、ホウ素が五十鈴川で環境

基準を未達成でしたが、ほかの項目は全て、い

ずれも環境基準を達成しておりました。

下のグラフをごらんください。

これは河川と海域について、環境基準の年度

ごとの達成状況を全国と比較して示したもので

す。

当県は、平成28年度は河川の１水域で基準未

達成のために、98.7％となりましたが、河川と

海域、両方とも平成11年以降、おおむね100％に

近い数値で推移し、全国に比べ高い達成率となっ

ております。

23ページをごらんください。

上の図は、岩戸川水系の過去５年間のヒ素の

測定結果です。

図の真ん中に示しております土呂久川に丸印

で表示している東岸寺用水取水点と岩川用水取

水点で環境基準を超過しておりますが、近年は

同じようなレベルの数値が続いております。

しかしながら、下のほうのグラフにございま

すように、測定を開始した昭和47年ごろに比べ

ると、ずっと減少傾向にあるかと思います。

この主な原因を申し上げますと、上流部にあ

ります土呂久鉱山の大切坑からヒ素を含んだ廃

水が出ているためで、現在、汚染されていない

地下水がヒ素を含む土壌と接触しないように、

坑内の工事が行われております。これは平成34

年度に完了すると聞いております。

24ページをごらんください。

この図は、主な公共用水域の測定地点を丸印

で示し、環境基準を超過した地点を黒丸で示し

ております。

25ページをごらんください。

イ、地下水ですが、表３のとおり、概況調査

では全ての地点で環境基準を達成していました。

また、表の下のほうですが、継続監視調査で

は、17地点の井戸でヒ素等が環境基準を未達成

でありましたが、いずれもこれまでとは大きな

変動は見られませんでした。

26ページをごらんください。

図は地下水調査地点を示し、メッシュ調査45

地点など、計129地点の調査地点を色分けして記

載しております。

25ページに、お戻りください。

一番下のウ、今後の取り組みですが、公共用

水域や地下水の常時監視はもとより、発生源に

対する監視指導を行うとともに、浄化槽の設置

や維持管理の徹底など、生活排水対策を継続し

てまいりたいと考えております。

27ページをごらんください。
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（５）のダイオキシン類の測定結果です。

まず、ア、常時監視では、28ページに地図が

ございますが、そこにプロットした各地点によ

り大気や水質などを測定した結果、前の27ペー

ジに戻っていただきまして、表４の常時監視の

欄にありますように、全ての測定地点で環境基

準を達成しておりました。

次に、表の中ほどの発生源自主検査でござい

ますが、これも全ての施設で排出基準以下でご

ざいました。

なお、イの発生源自主検査の後段のところに

書いてありますが、１施設でばいじんが埋立処

分基準を超過いたしましたけれども、指導の結

果、適正に処分されていることを確認しており

ます。

次に、表の一番下の発生源立入検査では、全

ての施設で排出基準以下でございました。

一番下のエの今後の取り組みですが、主な発

生源である廃棄物焼却炉などに対する維持管理

の徹底指導等を継続してまいりたいと考えてお

ります。

平成29年度「大気、水質等の測定結果」につ

いての説明は、以上でございます。

引き続きまして、30ページをごらんください。

平成30年度の海水浴場水質調査結果について

御説明いたします。

県及び宮崎市で海水浴場の遊泳期間前の水質

検査を行い、全ての海水浴場の水質が適と判定

され、例年どおり良好な水質でございました。

（１）の目的は、海開きの前に海水浴場の水

質の現況を把握して、県民等の利用に資するも

のでございます。

（４）調査項目は、ア、海水浴場水質判定基

準項目として、ふん便性大腸菌群数、油膜の有

無など、４項目を測定しております。

（５）の調査対象海水浴場は、14カ所で、右

のページのところにお示ししたとおり、平成29

年度の利用者数とか、本年度の水質判定を記載

しております。

左の30ページにお戻りいただきまして、（６）

の調査結果ですが、アのとおり、全ての海水浴

場の水質は適と判断され、その内訳は、ＡＡが13

カ所、水質Ａが１カ所となっております。

したがって、良好な水質と言えるかと思いま

す。

なお、全ての海水浴場で、その他の項目の腸

管出血性大腸菌Ｏ157は検出されておりませんで

した。

説明は以上です。

○黒木自然環境課長 常任委員会資料の32ペー

ジをお開きください。

私からは、山地災害危険地区の再点検につい

て御説明いたします。

（１）今回の目的ですが、近年、集中豪雨等

による山地災害が発生し、国民の生命・財産に

甚大な被害を与えていることから、国（林野庁）

におきましては、山地災害危険地区の精度向上

を図るために、調査要領が見直され、本県にお

いても危険地区の再点検を実施したところであ

ります。

（２）再点検、見直しの方法としましては、

これまでは、地形図や航空写真の読み取りと、

現地調査をもとに調査を行ってまいりましたが、

今回は、新たにレーザー測量の成果を活用し、

等高線では表現できない微地形表現図（陰陽図）

の作成を行いました。

ここで、右ページの１、２の図をごらんくだ

さい。

１の左側の従来の地形図では判別できなかっ

た微細な地形が、レーザー測量のデータを活用
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することにより、右側の陰陽図では、尾根部は

赤、谷部は青、急傾斜ほど濃い色で表現できる

ようになりました。

そこで、１の赤の楕円で囲まれたところを対

比してみますと、左側では判別できなかった谷

が、右側の陰陽図では青色で表現され、谷が判

別できたところであります。

左側のページにお戻りください。

③で、崩壊危険地ポイントとして、山腹斜面

の傾斜が約30度以上、かつ縦断面、横断面とも

に、くぼんだ地形に当てはまる箇所を抽出し、

④で、人家や公共施設等の保全対象に影響を与

える斜面等のうち、一定以上のポイントを含む

地区で、今まで危険地に指定されていなかった

地区を新規の候補地として設定しました。

そして、⑤で、新規候補地と、そして既に指

定されている危険地区について、見直し後の調

査要領に基づき、地質・地形等の自然条件を調

査し、崩壊等による危険度及び人家等への被災

危険度を判定し、山地災害危険地区の見直しを

実施したところであります。

（３）の再点検・見直しの結果としましては、

山地災害危険箇所数は、前回、平成18年度の調

査では4,440カ所でしたが、今回調査後は5,390

カ所となったところであります。

（４）今後の取り組みとしましては、今回の

結果を県庁ホームページで公開するとともに、

市町村に対しまして、地域防災計画への掲載を

要請するなど、防災情報として広く県民に周知

していくことにしています。

また、市町村、国有林、砂防関係機関とも情

報共有を行い、適正な治山事業の執行に活用し

ていくこととしています。

右ページの下側、３には、県のホームページ

での閲覧イメージとしまして、山腹崩壊危険地

区の例を載せているところでございます。

説明は以上でございます。

○日髙森林経営課長 資料の34ページをお開き

ください。

「みやざき林業大学校」の開講に向けた取り

組みについて御説明いたします。

まず、（１）の大学校の開講の目的についてで

あります。

本県では、全国に先駆けて森林資源が充実し、

伐採や再造林等の生産活動が拡大している中、

今後、持続的な林業の振興を図る上では、林業

担い手の確保・育成が急務となっており、人材

育成のための研修体制等の充実・強化を図る必

要があります。

このため、現在、１年間の長期で林業担い手

の育成を目的として研修を行っています「みや

ざき林業青年アカデミー」を拡大、さらに内容

を充実し、実践的な人材育成を総合的に行う林

業大学校を来年度開講するものでございます。

（２）のこれまでの検討の経緯についてでご

ざいますが、昨年度、他県の事例調査や、県内

の市町村、森林組合、林業事業体等へのアンケ

ート調査等による意見聴取を行い、11月議会の

常任委員会におきまして、基本計画の中間報告

をさせていただきました。

その後、12月に開催した県森林審議会からの

意見聴取、１月から２月にかけて意見交換会や

パブリックコメントを実施し、２月議会の常任

委員会で基本計画の報告をさせていただいたと

ころでございます。

次に、（３）の総合的な人材育成の仕組みにつ

いてでございますが、別冊の右肩に資料１と打っ

てありますみやざき林業大学校基本計画の３ペ

ージをお開きください。

この表は、大学校に設置する研修コースの内
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容を示したものですが、現在、取り組んでおり

ますみやざき林業青年アカデミーによる長期研

修と短期研修で実施している部分が黒書きで、

新たに来年度の開講に伴い拡充する部分を朱書

きで示しております。

拡充する内容でございますが、これまでの１

年間の長期課程と短期課程に加え、林業経営者

などの能力アップにつながる経営高度化課程、

地域産業としての林業振興や、それを牽引する

リーダー育成のためのリーダー養成課程、青少

年や一般県民を対象にした公開講座など、新た

に３分野のコースを設け、幅広く総合的な人材

育成に取り組む内容にしております。

また、先ほど説明がありましたとおり、来年

度から新たな森林経営管理制度が導入され、市

町村の役割がますます大きくなりますことから、

市町村職員を対象とした森林経営管理のコース

も設けているところでございます。

委員会資料の34ページを再びごらんください。

次に、（４）の研修拠点についてであります。

林業大学校は、美郷町にある宮崎県林業技術

センターを研修拠点にして開講します。

また、受講生にとって利便性や地域の特性に

応じた研修が実施できますよう、サテライト方

式により、宮崎市高岡町にある宮崎県諸県県有

林共に学ぶ森や、都城市にあります宮崎県木材

利用技術センターの県有施設に加え、地域の公

的施設を利用し、講習を開催する予定でござい

ます。

35ページをごらんください。

（５）のカリキュラムの特色につきましては、

下記の５つとなっていますが、③にありますと

おり、ドローンやＩＣＴ等の最新技術を活用し

た林業技術も習得できる内容としています。

次に、（６）の募集活動につきましては、高校

卒業者の受講生を着実に確保するため、高校へ

の学校訪問による説明会や、学校推薦、オープ

ンキャンパスなどを実施することにしておりま

す。

また、ホームページの開設や就業相談セミナ

ー等を開催するとともに、市町村の協力による

広報や、マスコミを通じた周知にも取り組み、

林業への理解や魅力がわかりやすく伝わるよう

説明に努め、積極的な募集活動を展開してまい

ります。

次に、（７）のサポート体制につきましては、

受講生が安心して充実した研修を受けることが

できますよう、官民が一体となり、就学、就業、

定着を見据えた支援や指導協力など、オールみ

やざきの支援体制を構築することにしておりま

す。

支援の内容として、受講前には、受講生の募

集及び確保を、また、受講期間中には、講師派

遣や教材・実習フィールドの提供、インターン

シップ受け入れや住宅提供などを、さらに受講

後には、林業分野への就職支援を行うことにし

ております。

（８）の開講スケジュールにつきましては、

表でお示ししておりますが、今年度、研修コー

スの具体的なカリキュラム作成や、受講生の募

集、サポート体制の構築、施設・機材等の整備

などに取り組み、平成31年度のみやざき林業大

学校の開講に向けて、着実に準備を進めてまい

りたいと考えております。

説明は以上でございます。

○三重野山村・木材振興課長 委員会資料36ペ

ージでございます。

その他報告事項７番目、スギ素材生産27年連

続日本一について、山村・木材振興課から御報

告させていただきます。
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御案内のとおり、本県は全国的な林業県とい

うことでございますが、５月25日に農林水産省

が発表しました木材統計によりますと、杉素材

生産量、丸太のことでございますが、丸太の生

産量が27年連続日本一となったところでござい

ます。

（２）は、杉を含めた素材生産の状況でござ

います。

全国的な状況でございますが、表の上半分、29

年の総数が2,127万9,000立方メートル、このう

ち杉が約６割となる1,214万7,000立方となって

おります。

このうち、宮崎県の状況が下側になりますが、

総数は196万4,000立方で、全国シェアの９％、

うち杉は181万立方メートルで、全国15％のシェ

アとなってございます。

杉の対前年比は97.4％、生産量にして４

万8,000立方の減となってございます。

表にはございませんが、初めて杉素材生産量

が日本一になりました平成３年には77万立方で

ございましたので、この27年間で約2.4倍の生産

量というふうになってございます。

（３）は本県の順位でございます。

カラマツやヒノキなどを含めました総数では、

北海道に次いで全国２位、杉につきましては、

本県が第１位となっております。

表の下、②にありますように、熊本、大分、

鹿児島に本県を加えました南九州４県の杉生産

量は385万立方でございまして、全国の杉の約３

割がこの地域から生産されてございます。

また、参考に、素材を加工して製造される製

材品の出荷量をお示ししてございます。

平成29年の製材品出荷量は96万9,000立方メー

トルで、対前年比102.5％、広島県に次いで第２

位となってございます。

本県の製材品の特徴といたしまして、全国トッ

プクラスの素材生産と、素材を受け入れる製材

工場の大型化等がうまく組み合わさりまして、

県内の森林資源に付加価値をつけた上で県外に

出荷され、外貨を稼いでくるという流れができ

つつございます。

今後も本県が国産材のトップランナーであり

続けますよう、こうした豊富な森林資源を適切

に管理経営しながら、環境に配慮した素材生産

であるとか、再造林の一層の推進ということを

進めながら努めてまいりたいと考えてございま

す。

報告は以上でございます。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項についての質疑はありません

か。

○髙橋委員 16ページの森林経営管理制度及び

森林環境譲与税ですけれど、この森林経営管理

制度、農地中間管理機構と仕組みが似ているん

だと思うんですけれど、これはすごい作業。②

の市町村がいろいろ所有者に対して意向調査を

行うとあるじゃないですか。農地もそうなんで

すけれど、不在地主とか未登記が、相当あると

思うんですよ。本県で、おおむねどのくらいあ

るものかはつかんでいらっしゃいますかね。

○日髙森林経営課長 登記、未登記については、

本県のデータを今現在、持ち合わせていません

が、全国のデータを御紹介させていただきます

と、地籍調査での登記簿上の所有者不明の土地

の割合は林地が25.6％ということで、全国では

約26％ということで出ております。

○髙橋委員 相当な数字だと思うんですよね。

私は、農地よりも山は放棄している方が多いん

じゃないかなと予想するんですよね。

それで、時間がないから、端的に質疑します
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けれど、④ですよね。所有者不明森林に係る措

置ということで、すごい強権的な制度があるん

だなって。先ほど説明があった、従わない者は

県知事の裁定とするだったですかね。これで事

業に食い込むということなんですよね。

○日髙森林経営課長 この法案につきましては、

５月に成立したばかりで、来年から施行という

ことで、現在、細かい運用につきまして国で検

討しておりますが、一応、所有者不明の森林に

つきましては、今の国の検討では、公告して６

カ月以内に何も返事がなかった場合には、知事

の裁定を申請するという形になっているところ

ではございます。また、そこにつきましては、

強権的というような見方をされている場合もあ

りますけれども、その所有者不明森林の対策に

つきましては、今後、国が具体的に検討した内

容について、情報収集に努めたいというふうに

考えております。

○髙橋委員 ６カ月で、みなすと。私は、その

書類が届かないと思うんですね。きょうはそう

いう議論はしませんけれど、これは大変な仕事

だなということで、説明を聞きながら思ったと

ころであります。

次の森林環境譲与税で、この真ん中に譲与額

の一覧があるけれど、36年度から徴収じゃない

ですか。だから、実際に取った税で事業ができ

るのは37年度からなんでしょうけれど、それま

では交付税とか借入金らしいですよね。それは

返さないといかんらしいですけれど、というこ

とは、国全体の額というのはどこかで減るんだ

ろうなと思うんですけれどね。

それはそれで、仕組みだから、しようがない

んでしょうが、問題は、本県の森林環境税、結

局、平成36年度までには根拠がわかるんですよ

ね。森林環境税がないと、先ほど説明があった

ように、再造林対策などができないということ

が。ただ、平成37年度からですよね、45年以降

になると、国全体で600億ぐらいになるわけで、

このときにどういった森林環境税の本県のあり

ようを県民に説明できるのかなというところが

一つのポイントだと思うんですよ。

ちなみに、本県の現在の森林環境税の税収と

年間の事業費がわかれば、教えてください。

○美戸みやざきの森林づくり推進室長 税収は

３億円ほどを予定しておりまして、30年度の使

途事業の予算が３億1,100万程度となっておりま

す。

○髙橋委員 ざっくり３億円の税収と事業を

やっているということなんだけれど、市町村と

県に配分される額─県全体ですよね。来年度

から６億弱のお金がおりてくるわけで、後には17

から18億と。だから、先ほど言いました、県の

森林環境税の徴収の根拠というのが、心配とい

いますか、議論されるところだなということを

申し上げておきます。

○来住委員 森林経営管理制度に関することで

すけれど、①新たな経営管理の仕組み、その中

のイ、森林所有者みずからが経営管理を実行で

きない森林。この法律は、共産党は反対したん

ですけれど、この森林所有者みずからが経営管

理を実行できないということは、それは具体的

にはどういうことを指しているんですか。実行

できないというのはどの部分までなんでしょう

か。

○日髙森林経営課長 まず、この新たな森林経

営管理法では、管理できない森林を市町村がか

わって管理するというところに焦点が行ってい

るんですが、その法律の大前提については、森

林の所有者は森林を経営管理する責務があると

いう、その責任をまず第１に掲げております。
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そういった中で、森林を経営管理している状

態とはどういう状態かということにつきまして

は、それぞれ県であれば、県全体の民有林を地

域森林計画という形で樹立しています。市町村

は、その範囲の中で、市町村森林整備計画を立

てております。その市町村森林整備計画のもと

になるのが、それぞれの森林所有者が立ててい

る森林経営計画というもので、特に人工林につ

いては、植えて、どういった施業をして、いつ

ごろに切るという形で経営計画をそれぞれ立て

ていただいて、それに対して補助金も投下され

るというシステムでございます。

まず、その段階で森林経営計画を樹立されて

いない森林所有者が中心になろうかというふう

に思います。その中で、森林経営計画を立てて

なくても、きちっと森林を巡視している、施業

をしているというふうに、みずから管理されて

いる方は対象とはなりませんけれども、現地の

状況によって下刈りが十分になされてなくて、

下草に被圧されている、また除・間伐が行われ

てなくて、森林内の下層に日が当たらずに植生

が繁茂せず、災害のおそれがある、そういった

森林については経営管理が行われていないとい

うことで、一応国の説明資料にはガイドライン

としては出ているところでございます。

○来住委員 それは誰が判断するんですか。

○日髙森林経営課長 具体的には、市町村が、

先ほど言ったように、意向調査あるいは現地調

査等によって判断するようになろうかと思いま

す。その中で、そういった森林がどれだけある

かという集積計画を今後、市町村がつくらない

といけないということになろうかと思います。

ただ、そこでどなたが判断するかということ

になりますが、県のほうとしましても、それぞ

れ出先機関に専門の林業普及指導員がいます。

森林組合の専門家、それと市町村、協力体制で、

そのあたりは現地調査など、対応していくこと

になろうかと考えております。

○来住委員 非常にこれは問題でね、憲法上の

問題等も当然起こってくると思うんです。かな

り強権的にやろうと思えば、できないこともな

いと思うんですけれど。もともと、この法律を

つくるときのデータ自身、偽造されていたデー

タがありまして、だから、つまり経営管理、意

欲があるとか、ないとかというのも、それもい

いかげんなデータで出された経緯がありました。

ですから、かなり慎重にこの法については施行

していかないと、大変だなと思うんですけれど。

意見だけにとどめておきたいと思います。

○重松委員 32ページの山地災害危険地区の再

点検について１点だけ。

これは、こういう新たなレーザー測量を投入

して危険地域を調べるので、今回の調査で4,440

から5,390カ所に、見直しされたということです

が、これは全県下、全部調査した結果なんでしょ

うか。

○黒木自然環境課長 民有林につきまして、各

市町村が全て調査しております。

○重松委員 航空機を使ってレーザー探査する

んですよね。これはどういう会社がされるんで

しょうか。また、その予算というのは、どこで

措置されたんでしょうか。

○黒木自然環境課長 レーザー測量そのものは、

宮崎河川国道事務所とか国の機関が測量したデ

ータをいただきまして、データを活用したとこ

ろでございます。

この調査につきましては、先ほどの山地治山

事業の予算の中から使って調査を委託したわけ

なんですが、コンサル会社のほうに委託をして

いるところでございます。
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○重松委員 おおむねどれぐらいの予算ですか。

○黒木自然環境課長 事業費で、委託額で2,800

万です。

○重松委員 ありがとうございました。大変重

要な調査だと思いますので、よろしくお願いい

たします。

○西村委員 水質の測定結果のところで、五十

鈴川でホウ素というのはあんまり聞きなれない

んですけれども、ホウ素を流す原因というのを

詳しく教えていただきたいんですけれど。

○冨山環境管理課長 今回のホウ素は、実をい

いますと、事業者の排水が原因じゃなくて、自

然的要因かなと考えております。といいますの

は、五十鈴川の河口付近にこの測定地点がござ

いまして、海水中にホウ素が結構入っています

ので、満潮時とかに入ってきた海水によって数

値を上げてしまっているということが考えられ

ています。

○西村委員 じゃ、海水中にはそのホウ素とい

うのがたくさんあって、それをある程度たくさ

ん摂取すると、人体に影響があるということな

んですか。

○冨山環境管理課長 海水中に4.5ｐｐｍぐらい

入っていますので、この基準、１に対して４倍

ぐらいの値が入っているわけなんです。ですか

ら、特に、すぐさま飲んでどうこうなるという

ふうなものではございません。

○髙橋委員 海水浴場ですよね、私の地元の富

土海水浴場だけＡなもんだから、去年も私は質

疑しているんですよ。そしたら、たまたま調査

の前の日、雨が降った関係で、こういう結果に

なりましたということなんだけれど、その前の

日、雨が降りましたか。

○冨山環境管理課長 昨年度いろんなことを言

われていましたので、今回、慎重にやらせてい

ただきました。それで、３日間は雨が降ってお

りません。そういうような好条件のもとで測定

はいたしました。

○髙橋委員 あそこは下水道事業をやったんで

すよね。それで、こういう結果が出るというの

は、ちょっと、本当に頭が痛くなりましたけれ

ど。わかりました。また、いろいろと地元で協

議したいと思います。

○二見委員長 関連の質疑はありますか。なけ

ればほかに。

○髙橋委員 林業大学校の関係でちょっと教え

てください。募集活動を行っていらっしゃいま

すね、学校訪問も行っていらっしゃるみたいで

すけれど。パンフレットとポスターは、まだ私

たちは見てないんですけれど、もうつくられま

したよね。

○日髙森林経営課長 大変失礼いたしました。

委員の皆様にもお持ちしたいと考えております。

既に関係機関のほうに配布いたしておりますの

で、持参したいと思います。

○髙橋委員 また後で見て、講評したいと思う

んですけれど。やっぱり見た目というのがある

もんだから。若い、今からの林業を担う人たち

ですよね。そういうモデルさんとか、いろいろ

と服装とか考えていらっしゃると思いますが。

あと、この基本計画の中で説明があったんだ

けれど、いわゆる長期とか短期は本校で恐らく

されると思いますけれど、それ以外の新しく朱

色で書かれた下の３つの課程ですよ。やっぱり

現役の方々が今から研修を受けたりするわけで、

サテライト施設を恐らく活用されるんじゃない

かと思いますが、この県有施設に加え、地域の

公的施設だから、できるだけ研修を受けやすい

カリキュラムの場所を設定していただきたいと

思いますが。
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○日髙森林経営課長 例えば木材の研修につき

ましては、都城木材利用技術センターが一番場

所的には効率的にはなりますけれども、県内、

特に日南市等を含めて、林業関係の施設も充実

したものがございますので、なるだけ県内全域

でできるようなサテライト方式を採用していき

たいと考えております。

○髙橋委員 お願いします。

○濵砂委員 教えてください。林業大学校の長

期課程の募集人員15人、これはどういう過程で15

人になったんですか。アンケート調査の結果と

かですか。

○日髙森林経営課長 みやざき林業青年アカデ

ミーでは、大体10人程度募集しております。今

後、大学校として充実する中で、全国のこういっ

た林業大学校あるいは、１年間の林業研修施設

を見てみますと、おおむね10人から20人という

ような募集規模になっているところでございま

す。

それで、アカデミーとして１年間の短期研修

だけで10名ということでしたけれども、大学校

とするという形で、15名程度からスタートした

らどうかということで、この規模にしていると

ころでございます。

○濵砂委員 アンケート調査の結果とか、ある

いは高校卒業生のアンケートとか、そういった

ものじゃないんですね。大体ここ辺ぐらいかな

と。集まるかなと思うから言っているだけです

よ。

○日髙森林経営課長 具体的にこれぐらいの人

数というようなことは、アンケート及びパブリッ

クコメントでは、なかったところです。

ただ、パブリックコメントとアンケートを参

考までに申し上げますと、意見で多かったもの

については、即戦力としてほしいというような

御意見が多かったようでございます。

○濵砂委員 頑張ってください。

○二見委員長 よろしいですか。

では、そのほか、何かありませんか。

○西村委員 この前、野﨑副委員長の一般質問

でもあったんですけれど、産廃のことです。野

﨑副委員長の質問は災害時における受け入れ体

制云々ということで、そうなったときに県内で

広く対応するとか、あと県外とのいろんな協力

体制とか、いろんな話があったんですけれど。

現実に今、県北のほうで非常に産廃場が手狭に

なって困っているという話をよく聞くんですが、

それに対して、それぞれの産廃業者の方々も県

にお願いしたりしていると思うんですが、今後

の見通し状況が、今わかれば教えていただきた

いと思いますけれど。

○蕪循環社会推進課長 確かに現状としまして、

県域全体の中で適正に処分場とか施設が分散し

ているかというと、そうでない状況であること

は認識しているところです。一部のところに偏っ

ているとか。

ただ、申しましたように、他県と比べますと、

全体の処理能力とか、処理容量とか、そういっ

たところについては、全域としては達成してい

る状況にあるもんですから、今後の課題として

全域内でどのようにして配置するかとかについ

ては、業界とか協会とか、そういったところと

も議論していきながら、方向性は考えていかな

くちゃいけないなというふうに課題としては認

識しているところです。

現状をというところについては、まだ具体的

に着手していないのが実情です。

○西村委員 現実問題として、今ある処分場の

拡大であるとか、難しいでしょうが、新規参入

をしていかないと。おっしゃるとおり、県南の
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ほうは割と近いところといいますか、宮崎・都

城地区ではまだいいんです、都城にあるからで

すね。ですけれど、県北の遠いところからあそ

こまで運んでいくとかいうことになると─言

い方は悪いですが、処理に困った方々がいろん

な手だてで、森林とか、いろんなところに捨て

てしまう可能性というのも今後出てくると。出

てきてからでは遅いなというものがあるもんで

すから、質問させていただきました。

どちらかしかないと思うんですよ。新規を認

めるか、既存のところを広げていくかしかない

もんですから、そのあたりもできるだけ早く地

元、県北の業者のほうからも要望等あると思い

ますので、対応していただきたいと思います。

○二見委員長 ほかに、ありますか。よろしい

ですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、以上をもって環境森

林部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後１時４分再開

○中田農政水産部長 農政水産部でございます。

本日はどうぞよろしくお願いいたします。

議案の御説明の前に、御報告とお礼を何点か

申し上げたいと思います。

まず、硫黄山噴出に伴う河川の白濁について

でございます。

先月には、委員の皆様にも直接現地に足をお

運びいただき、現場を確認いただいたところで

ございます。

また、昨日までの本会議でもさまざまな御議

論をいただいたところでございますが、県とい

たしましては、地元えびの市、関係団体と連携

しまして農業用水の確保など、今後の営農に向

けて、短期的、中長期的な視点に立った対応を

しっかり行っていく必要があるというふうに考

えているところでございます。

また、後ほど御説明いたしますけれども、本

会議におきまして、本件に関する補正予算をお

願いしておりますので、どうぞよろしくお願い

いたします。

次に、御案内のとおり、本年５月、みやざき

地頭鶏を取り扱うエー・ピーカンパニーに対し

まして、消費者庁から景品表示法に基づく措置

命令が行われたところでございます。

同社は、多くの県産農畜水産物を取り扱って

いる企業でございますが、特にみやざき地頭鶏

につきましては、その取扱量が全体の約５割と

いう状況にございます。このため、県としまし

ては、同社に対しまして、適切な表示を初め、

法令遵守に努めるようお願いするとともに、今

後、みやざき地頭鶏の生産やブランドイメージ

に影響を及ぼすことのないよう、関係部局・関

係団体とも連携し、対応してまいりたいと考え

ております。

また、お礼を１点申し上げたいと思いますけ

れども、二見委員長におかれましては、先月25

日に開催されましたみやざきの食と農を考える

県民会議総会及び31日に開催されました宮崎県

ＳＡＰ会議連合代表者会議に御出席いただきま

して、まことにありがとうございました。

それから、もう１点だけ、けさほど、ちょっ

とうれしいニュースが入ってきました。お昼の

ニュースでもちょっとやっておりましたけれど

も、高知県所属のカツオの一本釣りの船が波に

当たって沈没しそうになって、近くにいた船が

それの救助に行って、18名の乗組員全員が救助
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されたというニュースがやっておりましたけれ

ども、救助に行った１隻が宮崎の外浦漁協所属

の55漁福丸という船でございますが、８名救助

したということでございますので、御報告をし

ておきたいと思います。

それでは、座って御説明させていただきます。

お手元の環境農林水産常任委員会資料を１枚

おめくりいただきたいと思います。

左側に目次がございますけれども、本日、農

政水産部からは、予算議案が２件、それから提

出報告が３件、その他報告事項が４件でござい

ます。

まず、右側の１ページをごらんいただきたい

と思います。

予算議案でございます。

今回は、議案第１号「平成30年度宮崎県一般

会計補正予算（第１号）」に加えまして、硫黄山

噴火に伴う補正予算といたしまして、議案第15

号「平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第２

号）」を追加上程させていただいております。

まず、議案第１号の一般会計補正予算につき

ましては、国庫補助決定等に伴うものでござい

まして、補正額は、その下に表がございます。

太枠で囲っております議案第１号のところの一

般会計の合計の欄にございますとおり、５

億2,403万8,000円の増額補正をお願いするもの

でございます。

次に、議案第15号の硫黄山噴火に伴う補正予

算額につきましては、同じく太枠の議案第15号

のところ、一般会計の合計の欄にありますとお

り、２億197万6,000円の増額補正をお願いする

ものであります。

その結果、農政水産部全体の補正後の予算額

は、その太枠の右の欄ですけれども、Ｃ欄の補

正後の額の列の一番下、部計の欄にございます

とおり、407億6,505万4,000円となります。

補正内容の詳細につきましては、後ほど、関

係課室長から説明させていただきますが、説明

に際しましては、まず、議案第１号について全

て御説明させていただいて、その後、議案第15

号について御説明をさせていただきたいと思い

ます。

再度、左の目次のところを見ていただきたい

んですけれども、次に、議案提出報告書といた

しまして、損害賠償額を定めたことについて、

それから、平成29年度宮崎県繰越明許費繰越計

算書及び平成29年度宮崎県事故繰越し繰越計算

書の３件について御報告をさせていただきます。

最後に、その他報告についてでございますけ

れども、平成29年度農畜水産物の輸出実績につ

いてなど、４項目を挙げております。これらの

詳細につきましても、後ほど、関係課室長が説

明させていただきますので、どうぞよろしくお

願いいたします。

私からは以上でございます。

○鈴木農政企画課長 農政企画課でございます。

平成30年度６月補正予算について御説明させ

ていただきます。

お手元の歳出予算説明資料の農政企画課のイ

ンデックスのところ、ページで申しますと35ペ

ージをお開きください。

農政企画課の６月補正額は、一般会計のみで

１億8,912万円の増額補正をお願いしてございま

す。この結果、６月補正後の予算額は、右から

３番目の欄に記載してございますが、17億4,368

万8,000円となります。

内容につきましては、同じ資料の37ページに

記載してございまして、（事項）中山間地域活性

化推進費、１の「中山間地域所得向上支援事業」

でございます。
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詳細につきましては、中山間農業振興室長か

ら御説明させていただきます。

○小倉中山間農業振興室長 別冊の資料、環境

農林水産常任委員会資料の２ページをお開きく

ださい。

中山間地域所得向上支援事業についてでござ

います。

１の事業の目的・背景でございますが、中山

間地域において収益性の高い農産物等の生産・

販売等の取り組みを総合的に支援し、意欲ある

農業者等の所得向上を推進するものでございま

す。

２の事業の概要でございますが、補正額は１

億8,912万円で、全額、国庫補助金でございます。

事業内容でございますが、３ページをごらん

ください。

図にございますとおり、本事業では、「推進事

業」、「施設整備等事業」、「基盤整備事業」など、

３つのメニューがございますが、今回の補正に

つきましては、上から２つ、推進事業と施設整

備等事業を実施するものでございます。

２ページにお戻りください。

具体的には、２の（５）事業内容をごらんい

ただきたいと思います。

①施設整備事業で、小林市ほか５市町村の８

地区におきまして鳥獣侵入防止柵の整備を行い

ますとともに、②推進事業で、西米良地区にお

きましてマーケティング調査などのジビエの販

売促進・ＰＲ等を行うものでございます。

説明は以上でございます。

○牛谷農業経営支援課長 歳出予算説明資料

の39ページをお開きください。

当課の６月補正額は、一般会計で468万3,000

円の増額をお願いしており、補正後の予算額は、

右から３番目の欄の54億7,002万3,000円となり

ます。

内容について御説明いたします。41ページを

お開きください。

（事項）担い手育成総合対策事業費の１、「次

世代の担い手育成支援事業」であります。

これは、次世代の担い手の確保・育成に関す

る取り組みを促進するために、国の事業を活用

し、農業経営の法人化や規模拡大等の農業者の

経営課題に、農業会議やＪＡ宮崎中央会など、

関係機関・団体と連携して対応するとともに、

必要に応じて社会保険労務士や中小企業診断士

などの専門家を派遣するなど、農業者への相談

体制の強化を行うものであります。

説明は以上でございます。

○菓子野農産園芸課長 お手元の歳出予算説明

資料の43ページをお開きください。

農産園芸課の６月補正は、一般会計で３

億2,734万4,000円の増額補正をお願いしており

ます。この結果、６月補正後の予算額は、右か

ら３番目の欄でありますが、27億4,180万3,000

円となります。

それでは、内容について説明いたします。45

ページをお開きください。

（事項）産地パワーアップ事業費の欄、１の

「産地パワーアップ計画支援事業」であります

が、国庫補助決定等に伴う補正でございます。

事業の内容につきましては、環境農林水産常

任委員会資料で御説明いたします。４ページを

お開きください。

産地パワーアップ計画支援事業でございます。

この事業は、１の事業目的・背景にございま

すように、平成27年のＴＰＰ協定の大筋合意を

踏まえまして、農業の国際競争力強化を図るた

め、収益力向上に計画的に取り組む産地の生産

コストの削減や高収益な栽培体系への転換等の
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取り組みを支援するものです。

事業の概要につきましては、右側のポンチ絵

をごらんください。

上から１の事業の流れとしましては、基金事

業と整備事業の２通りの流れがございますが、

いずれも、その下、県が策定した事業の実施方

針を踏まえまして、地域が策定する産地パワー

アップ計画に位置づけられた意欲ある中心的な

経営体等が実施するハウスなどの施設整備への

支援を行うことで、効率的・高収益な生産出荷

体制の実現を目指します。

その下ですが、補助率は２分の１以内、さら

にその下、成果目標は販売額等の10％以上の増

加となっております。

左側の補正予算説明資料にお戻りいただきま

して、今回の補正予算につきましては、国の追

加要望調査に対しまして、今回、追加配分が行

われたことに伴う増額補正を行うものでござい

ます。

２の（１）の補正額は３億2,734万4,000円で、

内容といたしましては、宮崎市ほかのキュウリ、

ミニトマト等の耐候性ハウスの整備並びに川南

町の法人が実施する農産物処理加工施設の整備

並びにお茶等の農業機械のリース導入等を予定

しております。

農産園芸課は以上でございます。

○三浦家畜防疫対策課長 お手元の歳出予算説

明資料の47ページをお開きください。

家畜防疫対策課の６月補正は、289万1,000円

の増額補正をお願いしております。その結果、

補正後の予算額は、右から３列目ですけれども、

５億9,532万2,000円となります。

それでは、内容について御説明いたします。49

ページをお開きください。

（事項）家畜防疫対策費の１、「次世代の畜産

を守る家畜防疫対策事業」であります。

この事業は、農場防疫の強化支援と万一の発

生に備えた迅速な防疫措置の確保に資するもの

でありますが、今回の補正に係る事業内容は、

農場の防疫強化のために市町村自衛防疫推進協

議会等が実施する動力噴霧器等の整備について

追加要望がございまして、国が交付決定したこ

とによるものでございます。

家畜防疫対策課は以上でございます。

○鈴木農政企画課長 続きまして、議案第15号

「平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第２号）」

について御説明をさせていただきます。

別とじの資料の「歳出予算説明資料（議案第15

号）」と記載している資料をごらんください。

こちらの農政水産部のインデックスのとこ

ろ、17ページから農政水産部の記載がございま

す。

霧島山火山活動対策といたしまして、農政水

産部の６月追加補正におきましては、農業連携

推進課ほか４課におきまして、一般会計のみで

２億197万6,000円をお願いしてございます。

詳細につきましては、環境農林水産常任委員

会資料で御説明をさせていただきます。

常任委員会資料の６ページをごらんください。

硫黄山噴火に伴うこれまでの対応状況と今後

の対策について御説明をさせていただきます。

本年４月19日、250年ぶりに硫黄山が噴火し、

その影響と見られる河川の白濁により河川の水

質が悪化し、水稲の作付を断念せざるを得ない

地域が出てきているところでございます。

１に示しておりますとおり、宮崎県ではこれ

まで、地元えびの市や農業団体等と連携しなが

ら、河川の白濁による影響の把握を行うととも

に、営農継続に向けた支援対策を検討するため、

地元説明会の開催や代替水源となり得る湧水の
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調査支援、えびの市役所への情報連絡員の派遣

などを行ってまいりました。

さらに、国に対しましては、県議会の皆様に

御協力をいただきながら、鹿児島県等とともに

たび重なる要望活動を実施してまいりました。

その結果、資料の２に示しておりますとおり、

５月23日、農林水産省から、共済金等の早期支

払いや代替水源の確保等に向けました支援対策

が示されたところでございます。

これらを踏まえまして、３に示しております

とおり、影響を受けている地域の農家が安心し

て営農を継続できますよう、国や関係機関とも

連携し、４つの柱をもとに予算案を検討させて

いただきました。１つ目が、安全・安心を確保

するための水質等の検査、２つ目に、安心して

農業を営むための支援、３つ目に、農業を継続

するための基盤の整備、４つ目に、農産物等の

ＰＲ対策でございます。これら補正予算を本議

会でお願いしているところでございます。

内容につきましては、資料の右側、７ページ

をごらんください。

本ページでは、先ほど申しました４つの柱ご

とに本支援対策の全体像をお示ししております。

点線で囲った部分は、農業共済や制度資金等の

既存の制度等で対応していくものでございます。

実線の部分が今回お願いする予算でございます。

今回説明いたしますのは、実線で囲った部分

となりますので、この後、担当課室長から建制

順に内容を御説明させていただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○外山農業連携推進課長 ８ページをごらんく

ださい。

「硫黄山噴火に伴う安全・安心営農環境調査

事業」であります。

これは、農業用水として利用していた長江川

水系で水質悪化が確認されたことから、早急な

農作物等の作付の判断や今後の営農を技術的に

支援するため、水質や土壌の調査を行うととも

に、消費者の不安を払拭するため、生産された

農産物の安全性確認を行うものであります。

具体的には、右ページのポンチ絵をごらんく

ださい。

①の「水質及び土壌調査分析事業」では、当

初、環境基準を超過していた７項目について、

長江川水系の関係地域では、代替水源の30地点

において、10月までは２週間置きに、11月から

３月までは１カ月置きに継続的に調査するとと

もに、えびの市全域で100地点の水質分析と、土

壌は、ヒ素、カドミウムなどの項目について、

えびの市全域の50地点で調査を行うものであり

ます。

次に、②の「農産物安全・安心確認事業」で

は、えびの市全域で生産された水稲や野菜など

について、出荷前にヒ素やカドミウムなどを分

析するものであります。

これらの調査・分析により、ページ下にあり

ますように、作付の判断や安全・安心な営農が

行われるとともに、科学的な根拠を備えること

で消費者の不安の払拭が図られるものと考えて

おります。

８ページにお戻りください。

２の事業概要でありますが、予算額1,512

万8,000円で、事業期間は平成30年度としており

ます。

説明は、以上であります。

○日髙みやざきブランド推進室長 常任委員会

資料の10ページをお開きください。

「「がんばろう！西諸」産地応援事業」であり

ます。
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１の事業目的・背景にありますとおり、硫黄

山等の噴火に伴い、西諸県産を中心に、県産農

畜産物のイメージダウンが危惧されるところで

す。このため、本事業により、西諸県産を初め

とした県産農畜産物のＰＲを行うことでイメー

ジアップを図るとともに、西諸県地域でのイベ

ントを通じて、生産者の意欲高揚や地域経済の

活性化などに取り組むものであります。

具体的には、右ページのポンチ絵の中ほどを

ごらんください。

まず、①「西諸県産農畜産物イメージアップ

事業」では、知事を先頭に、大手量販店等の取

引先に対し、産地の取り組みや農畜産物の安全

性を説明するトップセールスを行うことで取引

の拡大を推進するものであります。

また、あわせてフェアの開催や広告等を通じ

て、西諸県産を初めとした県産農畜産物のＰＲ

に取り組んでまいります。

次に、②「「がんばろう！西諸」地産地消フェ

ア実施事業」では、西諸県地域において、地域

の農産物直売所などが一堂に集う食の地産地消

フェスタの開催や西諸県地域の直売所をめぐる

イベントを実施し、地域を元気にしようという

県民の意欲高揚と地域経済の活性化を図るもの

であります。

10ページにお戻りください。

２の事業概要でありますが、予算額1,271

万2,000円で、事業期間は平成30年度としており

ます。

説明は以上でございます。

○菓子野農産園芸課長 引き続き、12ページを

お開きください。

「えびの市水田農業緊急支援事業」でござい

ます。

本事業は、水質悪化の対策としまして、ほか

の地区でえびの米の確保をする取り組みや、被

災農家の所得確保に向けました飼料作物の作付

や営農再開に向けた水田の維持・増進の取り組

みを支援し、えびの市の水田農業の基盤維持を

図るものでございます。

事業の概要につきましては、右側のポンチ絵

をごらんください。

まず、影響前の水田の利用計画と予想される

変更後の問題点について説明いたします。

左側の当初の図のとおり、水質悪化の影響区

域459ヘクタールのうち、水路等の農業関連施設

を除きまして、実際に作付されます水田が約400

ヘクタールございます。

昨年度の作付実績から推計しました農家の当

初の作付計画は、主食用米250ヘクタールのほか、

ごらんのような面積でございます。このうち、

二重線で囲いました部分が水質悪化の影響によ

り例年どおりの水利用ができないことから、右

側にございますが、営農計画を変更する必要が

生じます。

変更後の営農計画は、現在、各農家で検討さ

れておりまして、湧水等の代替水源が利用可能

な水田の一部では、主食用米やＷＣＳ用稲が作

付されている状況にございますが、水稲作付が

相当減少しまして、さらには、減少した分につ

いては代替作物等の作付が必要となってまいり

ます。

このため、一番右側の課題、上から１、２で

ございますが、えびの米のほかの地区での作付

確保や作付拡大された分の作業体制の確立が必

要となります。

また、その下、課題３と４でございますが、

代替作物の緊急導入や水田機能の保全、さらに、

中期的視点に立ちました高収益品目等の導入検

討が必要となると考えております。
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これらの課題に対応するための具体的な事業

内容でございますが、まず、中段の①「えびの

米生産数量確保対策事業」でございます。

水質悪化の影響を受ける区域で作付できない

えびの米を影響区域外で確保する取り組みを支

援するため、作付拡大に必要な畦畔管理等の掛

かり増し経費の一部に対しまして、資料記載は

ございませんが、10アール当たり１万円を定額

交付するとともに、えびの市農業再生協議会が

行います収穫や乾燥作業の調整を支援してまい

りたいと考えております。

次に、下の段の②「代替作物導入支援事業」

では、飼料作物の緊急的な作付を推進いたしま

すとともに、湿田などで飼料作物に取り組みに

くい農家に対しましては、来年の稲作再開に向

けました地力増進作物の取り組みを推進するた

め、10アール当たり１万2,000円を定額で交付い

たします。

また、露地野菜等の高収益作物への作付転換

に必要な資材費等につきましては、国の支援事

業を活用いたしまして、その２分の１を支援す

ることとしております。

12ページ左側に戻っていただきまして、２の

事業概要でございますが、予算額は4,980万3,000

円、事業期間は平成30年度としております。

説明は以上でございます。

○浜田農村計画課長 14ページをお開きくださ

い。

「硫黄山噴火関連対策計画策定事業」であり

ます。

本事業は、河川の水質悪化のため、農業用水

の取水が困難になっているえびの市において安

定的な農業用水の確保を図るため、中長期的な

対策としまして、農業農村整備事業の計画樹立

に必要な各種調査や事業計画書の作成を行うも

のであります。

２の事業概要の（５）の事業内容につきまし

ては、えびの市や土地改良区などの関係機関と

連携しまして、地元農家の意向をしっかり把握

した上で、国庫補助事業を事業化するための計

画を策定する経費の２分の１をえびの市へ支援

するものであります。

予算額は2,200万円、事業期間は平成30年度で

あります。

農村計画課は以上でございます。

○盛永農村整備課長 15ページをごらんくださ

い。

「硫黄山噴火に伴う緊急用水確保対策」であ

ります。

本事業は、河川の白濁による水質悪化のため、

農業用水の取水が困難になっている地域におい

て、農業用水を確保するための調査や用水路の

改修工事等を緊急的に実施するものであります。

２の事業の概要の（５）事業内容にあります

既定の県単独事業と国庫補助事業を活用するこ

ととしております。

まず、①の「県単独土地改良事業」につきま

しては、河川からの取水が困難となった地域に

おける新たな水源調査など、農業用水を確保す

るための緊急的な調査等を実施するものであり

ます。

次に、②の「活力あるふるさとづくり事業」

につきましては、湧水を利用した用水路のつけ

かえ工事や既設水路の改修工事など、代替水源

の整備を実施するものであります。

最後に、③の「農業基盤整備促進事業」につ

きましては、畑地利用が困難な水田における乾

田化対策として、暗渠排水工事等の整備を実施

するものであります。

（１）の予算額は8,800万円、（２）の事業期



- 35 -

平成30年６月20日(水)

間は平成30年度であります。

農村整備課は以上であります。

○谷之木畜産振興課長 引き続き、16ページを

お開きください。

「えびの市飼料生産緊急対策支援事業」でご

ざいます。

本事業は、主食用米から飼料作物に転換する

場合、作業を受託するコントラクター等の強化

を図るとともに、生産された飼料作物を畜産農

家へしっかりと供給する体制を構築することで

スムーズな転換を図るものでございます。

右側のページをごらんください。

上段の現状と課題にありますように、耕種農

家が新たに飼料作物へ転換する場合、生産技術

や機械の不足により、コントラクター等に作業

を委託する事例が増加することによって、新た

な作業が発生すること、また、飼料作物の生産

量が増加することで、供給先をしっかり確保す

る必要が生じることが考えられます。

そのため、今回、資料中段の対策のとおり、

まずは、受託作業強化対策として、コントラク

ター等が圃場の条件などにより、新たに飼料作

物生産に必要な機械の導入や、新たに発生する

収集や運搬、保管などの作業に係る経費の一部

を支援するものであります。

次に、飼料作物流通対策として、えびの市内

の畜産農家への供給が確保できない場合に、広

域流通に係る経費の一部を支援するものであり、

これらの支援により、水田機能の保全や生産者

の所得確保を図ることとしております。

左のページにお戻りいただき、２の事業の概

要でありますが、予算額は1,433万3,000円で、

事業期間は平成30年度としております。

説明は以上でございます。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○来住委員 部長にちょっと抽象的な質問にな

るかもしれませんけれど、基本的なことを。つ

まり、ことしは作付できないところと、できる

ところは、今月いっぱいぐらいで水が来れば作

付を多分できると思うんですけれど、問題は来

年度の作付。本会議での答弁でも幾つか述べら

れたんですが、来年度は硫黄山の状態や水質の

状態がどんな状態になっていようとも、基本的

には、稲作をしたい農家については稲作をして

もらう。つまり、水を供給しないと稲作できな

いわけですけれど、そういう点でのまず県とし

ての基本的な考え方─一般論になりますけれ

ど、来年は心配せんでいいですよと、必ず稲作

をしてもらいますよと、そのためには水をちゃ

んと供給ができるように準備を今からしますか

ら、安心してくださいということが本来は必要

になると思うんです。もちろん、そう言ったっ

て１年ないわけですから、現実にことしは植え

ることができなかった全ての圃場に水を間違い

なく確保できるかというのは、それは自然のこ

ともありますので、100％のことはできないんで

すけれど、基本的な考え方としての部長のお考

えを改めてちょっとお聞きしておきたいなと思

うんですけれど。

○中田農政水産部長 農家の方のお話をいろい

ろ聞きますと、ことしはある程度仕方がない部

分はあるけれど、来年はぜひ、水稲を植えたい

というような御意見がたくさんあると聞いてお

ります。

それで、先ほど御説明いたしましたけれども、

端的な対策として、新たな水源の調査とか、今

の水量とかをしっかり調査して、来年使える水

がどれぐらいあるのか、どれぐらいの面積で水

が使えるのかというのをしっかり調査していく
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必要があるというふうに思っています。

それと、もう１点、農家の皆様方の意向もあ

るんだろうと思います。ことしの作付をして、

今まで水稲を植えて作付されていた方が、来年、

全て水稲を作付するのか、場合によっては、乾

田化等ができて野菜のほうに転換するとか、い

ろいろな考え方があるのかもしれません。そう

いう意向も踏まえて、我々としてはできるだけ

意向に沿った形で基本的にはやっていきたい。

ただ、物理的な問題がございますので、どれ

だけ水が確保できるか、できるだけたくさん確

保できるような努力をこの１年間でやっていか

ないといけないんだろうなと思っているところ

でございます。

○来住委員 おっしゃるとおり、水を確保でき

るか、できんかだけではなくて、やはり農家の

皆さん方の自主的な判断だと思うんですよ。い

や、もううちは稲作を少なくして野菜に変えよ

うとか、農家によっては、野菜に転換すること

ができる農家もあるでしょうし、できない農家

も経験がないとかいうのもあったりして、基本

的には農家の意向というのが何といっても中心

になると思うんですね。

例えば、来年もつくれない、再来年もつくれ

ない、何年も放置するということになると、も

う深刻になってくると思うんですよ。

そういう点で、まずは調査が必要で、その上

で水をどう確保するかということは今から準備

されると思うんですけれど、その点での判断を

ですね。例えば、農家にしてみれば、絶対に水

田がいいので、水稲をつくりたいんだというよ

うに農家が思っていても、現実には水が来ない

と来年つくれないわけですから。その辺の判断

がいつごろになるのかなというのは、もちろん

今からですが、田植えをする時期というのは決

まっていますから、それはずらせないですから、

そこから逆算して農家に判断してもらう。じゃ

あ、いつごろまでには水が確保できますよとい

うことは、農家にその材料を与えなきゃいかん

ですから、そういう意味での時間的なものとし

てはどのようにお考えになっているのかなとい

うのがあるんですよ。

○中田農政水産部長 一つは、苗の注文とか、

機材の注文というのがありますので、一つの目

安としては、年内にある程度の方向性を出して

いかないと、次の手続とかにはなかなか入れな

いんだろうなと思っています。

ただ、そこで全てを決定するわけではなくて、

一応、ある程度の方向性を示した上で、あと、

水量とか、使える水がどれぐらいあるのかとい

うのをしっかりと精査していきながら、農家の

方々に正しい情報をしっかりとお伝えしていく

必要があるんだろうなと考えております。

○来住委員 もう一つだけ、今ある湧水源の水

を使うということになると、それはあんまり経

費が少なくて済むと思うんだけれど、ただ、井

戸を掘るとかということになりますと、実際に

井戸を掘ることに予算がかかって、今度は、井

戸水を上げて実際に利用するということになれ

ば、その経費が当然かかってきますよね。

確かに、えびの市ですから、どこでも水が出

るかといったらそうでもなくて、温泉が出てく

る可能性もあります。

あそこにコカ・コーラの工場があります。コ

カ・コーラは深層地下水をくみ上げているん

じゃないかと思うんですけれど、つまり、深層

地下水だとか、そういうことも含めて、調べて

みなきゃわからないわけですけれど、その辺も

お考えになっているのかなと。つまり、現在、

既存の池だけでは足りなくなっちゃう。もちろ
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ん長江川から取水できるようになれば問題ない

んですけれど、できない可能性が当然来年も起

こりますので、そこら辺はどういうふうにお考

えになっているのかなと思うんですけれど。

○浜田農村計画課長 水源の調査を踏まえてに

なると思うんですけれども、ため池の水の量と

か、湧水の水の量は、当然調査するとして、井

戸も何カ所か掘ってみる必要があるんだろうな

ということは考えています。現状では、国庫補

助事業で井戸を掘る事業がないので、今、国の

ほうに照会をかけて、国庫補助事業でできない

かということを相談しているところでございま

して、県単で全部やるということになると、ま

た費用面もかさみますので、国の回答を待って、

また、地元のえびの市さんとも協議して、適地

があるということであれば、試掘をしていくと

いう方向で考えています。

○来住委員 岡元地区なんかは、かなり水が厳

しいんじゃないですか。あそこは、代替の水が

あるのかなと思うんですけれど。

○浜田農村計画課長 岡元地区については、湧

水が多く出るところがあるということで、こと

しの水質調査でえびの市が出した結果では問題

ないということで、その水を活用してことし作

付される方もいるやに聞いております。あのか

いわいは部分的に湧水池があるというふうに踏

んでいますけれども、岡元のまた段地の違うと

ころでは、今、議員が御指摘のとおり、水がほ

とんどないというエリアもあると聞いておりま

すので、今回、全体的な調査に着手していくの

で、地域ごと、水系ごとの水量というものをしっ

かり把握して進めていくということにしていま

す。

○髙橋委員 関連で、農家の意向が大事だとい

うことで、農家の意向をどこまで把握されたの

かをまずお聞きします。なぜこんなことを聞く

かというと、15ページの乾田化対策工事ですよ

ね。これは、面積ではどれぐらいあるのかも後

で教えてほしいんですが、結局、なぜ水稲をずっ

とつくってきたかですよね。それはやっぱり手

間暇じゃないですか。だから、野菜を代替作物

でつくるとなったって、それはなかなか。問題

は除草ですよね。除草対策とか、価格の問題と

か。そこら辺の意向をしっかり把握されている

のかどうかをまずお聞きしたいと思います。

○盛永農村整備課長 今回の補正でお願いしま

す暗渠排水等の事業費につきましては、現在は、

地元からの意向等がまだ確認できておりません

ので、今後、聞き取りをしながら、必要な部分

についての暗渠排水を施工しようと考えており

ます。

あと、用水が確保できない間の畑作利用とい

うのも必要になってくると思いますので、そう

いう意味では、将来的なものを考えて暗渠排水

を実施したいというふうに考えています。

○髙橋委員 この③の事業は、緊急的な事業で

あって、水稲をつくろうと思えば、またつくれ

るわけですよね。そういう意味ですよね。

繰り返しになりますけれど、水稲をなぜつくっ

てきたかというのは、安定した収入を確保でき

るということだと思うんですよね。だから、来

住委員が先ほどからおっしゃっていましたよう

に、水対策だと思うんですよ。そこの予算をしっ

かり確保する必要があるのかなというのと、17

ページで、機械の導入等の一部支援があります

よね。コントラクターとかは、専門的な特化し

た機械ですから、ほかのものには使えないとか

いうのがあって。だから、こんな機械を買っちゃ

うと、水稲がつくれるようになったときにこの

機械が無駄になるじゃないですか。そこら辺の
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お考えとかが何かありましたら教えてください。

○谷之木畜産振興課長 この事業につきまして

は、当然、これまで稲作・耕種しかやっていらっ

しゃらない農家さんについては、技術的なもの

とか、機械がないとかということで。ただ、そ

れだけのためにこの機械を導入するというのは、

来年度になるかもわかりませんので、できまし

たら、基本的には、コントラクター等にそうい

う作業を委託する場合に、そこで必要な機械と

いうのが出てきたら、その部分を支援しようと

いうものでございます。

○髙橋委員 やっぱり機械は買うわけだ。わか

りました。

あと１点、いわゆる補償の問題で確認なんで

すけれど、６ページの関係で、えびの市だけじゃ

なくて、隣の伊佐市とか湧水町とかで同じよう

な対策をとられていると思うんですが。これは

対策が始まったときの話だから、変更になって

いればまた教えてほしいんですが、隣の湧水町

とか伊佐市は陸稲ですよ。陸稲で飼料作物をつ

くって、それに何らかの補助を出すというよう

な─鹿児島県かどうかは知らないけれど、多

分単独だと思います。そういうのがあると不公

平感が出て、えびの市の水稲をつくれない農家

にとってはちょっとかわいそうだなという思い

があって、いわゆる支援で差異が生じていると

か、そういうのは聞いていらっしゃいませんよ

ね。

○鈴木農政企画課長 今、髙橋委員から御指摘

いただきましたように、伊佐市と湧水町でもか

なり差があるんですけれども、県とは別に市町

独自での補助を考えていると聞いておりまして、

例えば、伊佐市ですと、10アール当たり３万5,000

円程度は上増しするというような話があると報

道で聞いてございます。そこは、あくまでも基

礎自治体、市町村の財政状況を踏まえました判

断になるかと思いますが、県といたしましては、

まずはベースとなります、先ほど委員がおっ

しゃったように共済金─保険と同じなんです

けれども、共済の支払いをしっかりとして、そ

れに加えまして、おのおのの農家の判断によっ

て何をつくるか、もしくは、何もしないかによっ

て、それぞれのメニューを選択していただくこ

とになります。今おっしゃった上乗せの部分が

市町村で変わることというのは実際に把握して

おりますが、そこはまさに市町村の課題かなと

いうふうに承知しております。

○髙橋委員 今の10アール当たり３万の上乗せ

というのは、宮崎でいう１万とか１万2,000円と

の比較でいいんでしょうか。

○鈴木農政企画課長 今申し上げたのは、宮崎

県ではなくて、いわゆるえびの市の部分をどう

するかというところになります。

○髙橋委員 いわゆる１万とか１万2,000円の支

援ですよね。

○鈴木農政企画課長 今申し上げた１万とか１

万2,000円の部分というのは、県の予算としてど

れくらい出すかというところで、最初に御説明

した伊佐市とか湧水町の話については、鹿児島

県がどうこうということではなくて、伊佐市役

所もしくは湧水町役場のところでどうするかと

いうところになると承知しています。

○髙橋委員 ちょっとわかりやすくお聞きする

ために、結果的に、えびのと隣の伊佐では総額

の支援額で差がどのくらいあるというのを把握

していらっしゃいますか。

○鈴木農政企画課長 ベースとなるものの差額

が生じるというのは承知しておりますが、ただ、

例えば、えびの市にしても、予算をお願いして

いる部分でございまして、まだ予算も成立して
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ございませんので、今の案の段階では少しずつ

差がおのおのあるようだということは承知して

おりますが、最終的にどうなるかというのはま

だ承知していないところでございます。

○髙橋委員 他県なり他市なものだから、なか

なか調整は難しいんですけれど、しかし、結果

的に差が出ると、農家から不満とかが出たりし

て意欲をそぐというようなことにもなりかねな

いものだから、陸稲の話を聞いたときに、調整

ができないものかということを、地元の近隣や

らともいろいろ話をしたところでした。

○菓子野農産園芸課長 陸稲の件について、直

接伺ったわけではないんですが、陸稲ですと、

もともと水稲に比べて収量が低いとか、子実

─実をとる場合はかなり評価が低いので、実

際には作付されないというふうに考えていまし

て、さらに、今おっしゃった飼料作物は、水が

ないところで水稲によって飼料作物をつくる場

合ですと、通常、国の経営所得安定対策の戦略

作物助成がＷＣＳ用の稲には８万円支給される

ことになっていますので、恐らく、それを推奨

しようというふうに考えられたのではなかろう

かと思います。

ただ、現在、ＷＣＳ用の稲は収量がしっかり

しないと、国のほうで最終的に検査といいます

か、不合格になりますと８万円も支給されませ

んし、飼料としてもしっかりしたものができな

いということで、われわれが得ている情報では、

そういった作付は推奨しないというふうに伺っ

ているところでございます。

○濵砂委員 中山間もせっかく出してもらって

いるので。

ジビエの鹿カレーが出ていますけれど、年間

の宮崎県のジビエの大体の売り上げというのは

直近の数字が出ていますか。

○小倉中山間農業振興室長 直接的な数字は

伺っておりませんけれども、以前聞いた話では、

今回の鹿カレーは西米良村のほうで開発された

鹿カレーで、年間の売り上げはまだ三、四十万

程度というようなことでございます。

○濵砂委員 ジビエの処理施設は、北川と西米

良の２カ所だけなんですかね。

○小倉中山間農業振興室長 ジビエの処理施設

といたしましては、許可をとったものでは県内

に二十数カ所ございますけれども、規模として

大きいのは県内で二、三カ所、西米良と諸塚と

延岡に比較的大きな施設があると聞いておりま

す。

○濵砂委員 そこの売り上げはわからないです

か。わからなければ、後から資料でお願いしま

す。

○小倉中山間農業振興室長 わかりました。

○濵砂委員 それと、処理加工施設はつくった

けれど、そこに持ち込まれる時間は２時間以内

でないといかんとかあるみたいで、それはどう

なっているんですかね。

○小倉中山間農業振興室長 ２時間以内に持ち

込まないと、結局、臭みが残ったりとかしまし

て、商品価値がかなり落ちると聞いております。

○濵砂委員 聞いた話なんですけれど、山で捕

獲をして、持ち出して運んでというのはとても

不可能だと。例えば、西米良のその周辺だった

らいいんでしょうけれど、どこまでその範囲を

もって加工施設がつくられているのかというの

はちょっとわからないんですけれど。狩猟のエ

リアが狭くなってくると、供給が間に合わない

というような話も聞くんですが、例えば中間施

設とかがあるかどうかもちょっとわからないん

ですけれど、実際に鹿を捕獲する人、狩猟する

人たちの話を聞くと、なかなか持ち込みは難し
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いですよと。だから、結局、闇で流通してしま

うということになってしまうらしいんですが、

その辺の情報は入っていないですか。

○小倉中山間農業振興室長 委員がおっしゃら

れますとおり、非常に時間との勝負というよう

なことで、昨年度、都農町から西米良村のほう

に運び込む実験等をしたところなんですけれど

も、やはり味とか品質の面ではなかなか厳しい

と。

ジビエカーというのがありまして、簡単な処

理が現地でできるような車─キャンピングカ

ーみたいなのを改造したものなんですけれども、

こういう車を国のほうで試しにつくられて運用、

試しに試験をされているんですけれども、価格

の面とか、車体がかなり大きくなりますと山に

は入れないとか、いろんな問題等がございまし

てなかなか厳しいという状況で、処理施設をふ

やすのかどうするのか、コスト的な面もいろい

ろございますので、今後、いろいろ研究してい

きたいと考えております。

○濵砂委員 せっかくの、所得向上支援事業で

すから、広範囲なのでそれぞれ厳しい部分があ

るんでしょうけれど、なるべく所得が上がるよ

うなやり方をぜひいろいろ研究して、何とか物

になるようによろしくお願いいたします。

○来住委員 関連して、３ページの施設整備等

の事業で、鳥獣侵入防止柵のことなんですけれ

ど、先日、都城の高千穂峰の麓の高野町に行き

ましたら、ワイヤーメッシュの柵がされており

まして、農家に、「自己負担があったの」と聞い

たら、「いや、なかった。全部していただいた」

と。この事業でされたのかどうかはわかりませ

んけれど、物すごく喜んでおられまして、その

地域の集落が何町歩あるのか、相当な量が全部

囲ってあったんですよ。それで、多分、これは

かなり長持ちするのかなと思ったんですけれど、

ちょっと聞きたいのは、電気柵とワイヤーメッ

シュのほうの価格というのかな。例えば、反当

で幾らとなるのか、メーターなのかどうかわか

りませんけれど、そこら辺のものはどうなんで

しょうかね。

そして、もう一つは、ワイヤーメッシュは、

数年間はもつのかなと思ったりしたんですけれ

ど、実際、米の取り入れが終わったらどうする

んですかと聞いたら、そのまま置いておくとか

言っていましたね。僕は、１回１回撤収して、

家の小屋かどこかにちゃんとしまうのかなと

思ったら、そうじゃなくて、このまま置いてお

くんだとかという話だったんですけれど、その

辺のことについてもちょっと教えてください。

○小倉中山間農業振興室長 おっしゃられまし

たとおり、今回の補助事業でもそうですけれど

も、農家の方が自分で柵を設置される場合は定

額で、ほぼ100％補助で持ち出しはほとんどない

という形となっております。

また、ワイヤーメッシュと電気柵の施工単価

ですけれども、基本的にはおおむね電気柵がメ

ーター当たり─電気柵については、１段、２

段、３段、４段、動物の種類とか、いろんな場

所の条件等によって違いますけれども、１段当

たりですと120円ちょっとということで、これが

５段ですと１メーター当たり大体600円程度かか

るのかなと。あと、ワイヤーメッシュの場合は、

高さが１メートル程度で、升目が10センチ程度

の升で、約５ミリ程度の太さの鉄筋を使います

ので、こちらが大体１メーター当たり1,400円程

度しております。

ワイヤーメッシュは、つくるのにも、設置す

るのにもかなり手がかかりますし、おっしゃら

れたとおり、一度設置したら、周りの草刈り等
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をしっかりしてもらえば、10年とかはもつとい

うものでございます。電気柵については、なか

なかそこまではもたないと。５年程度とか、はっ

きりした数字はございませんけれども、ワイヤ

ーメッシュほどはもたないと。起伏のある地形

でも電気柵は非常に張りやすいし、張るのに手

間が余りかからないというようなことで、それ

ぞれの地区に合わせて、動物によりまして使い

分けているというのが現状でございます。

○来住委員 わかりました。ワイヤーメッシュ

は、みんなから喜ばれておりまして、もっと普

及をしていけばいいのかなと思いました。あり

がとうございました。

○髙橋委員 ジビエ関係の処理加工施設という

のは、県内にどのぐらいあるものなんですか。

○小倉中山間農業振興室長 これは25年に調べ

た数字でございますけれども、食品衛生法に基

づく食肉処理の届け出を行っている施設のうち、

ジビエの取り扱いがあると申し出ている施設が

県内に35施設ございます。

○髙橋委員 結構あるんですね。余り聞かない

ものですからね。食品衛生法上の要件をクリア

していないと、売ることができませんものね。

私の地元でも、意欲のある人が「ジビエをやり

たいんだけれど」ということで、相談があった

ことはあるんですけれど、処理施設がないこと

でいろいろと悩んでいらっしゃったものですか

ら。県内まばらにこの施設があるものなんです

か。例えば、県南ではどのくらいあるものかを

教えてください。

○小倉中山間農業振興室長 済みません。今、

手元にその資料がございませんので、後ほど。

○濵砂委員 県が補助してつくっているジビエ

施設というのはどのくらいあるんですか。

○小倉中山間農業振興室長 以前のものはわか

らないんですけれども、最近では、昨年度、西

米良に新しい加工施設をつくっております。

また、ことし、延岡と美郷町の南郷村に新し

くそれぞれ１つずつ、処理施設をつくる計画と

なっております。

○濵砂委員 関連で、何年前かは知らないんで

すが、さっき言っていた北川にも何かつくって

いるという話を聞いたんですが。西米良が２カ

所目だという話を当時に聞いたような気がする

んですけれど、県から補助金を受けてつくって

いる施設。

○小倉中山間農業振興室長 確かに、西米良に

つきましては、以前に補助事業でつくったもの

が少々小さくなりまして、また、現在の処理規

格等からしてちょっと古くなったものですから、

新しい衛生管理法をクリアするようなものとい

うことで、昨年、新しくつくり直したというこ

とでございます。

これにつきましては、後ほど、資料で御提出

させていただきます。

○髙橋委員 ジビエの関係で申し上げますけれ

ど、今、処理加工施設に補助があるのであれば、

ぜひ広げていただきたいなと思っているんです

よ。というのが、最近、県南の平地部分でも電

気柵をやっているんですよね。日南は、あと１

カ月ぐらいすると水稲が収穫ですよ。風田地区、

益安地区は、平地ですけど、電気柵をことしか

ら見かけました。それだけやっぱり昨年イノシ

シ被害があったんですよ。だから、ジビエの処

理加工施設ができれば、しっかりお金になると

いうことで、イノシシを捕獲する猟師もふえて

くるんじゃないかと思いますので、これはぜひ

検討していただきたいと思います。

先ほど、聞き忘れたことがあります。乾田の

関係ですけれど、乾田の工事というのは、暗渠
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の排水工事だけですか。

○盛永農村整備課長 この事業では、暗渠排水

のほか、排水路工事等も実施可能になっており

ますけれども、地元の農家の皆様の意向を確認

した上で、暗渠排水を実施するのか、その他の

事業を実施するのかを決定していきたいと思っ

ております。

○髙橋委員 排水をしたからといって、やっぱ

り土壌があるからですね。いわゆる湿田であれ

ば、水はけをよくしても、もともとの土壌の関

係でなかなか畑には向かないところもあるだろ

うから、おっしゃいましたように、農家の意向

をしっかり聞かれた上で対策をとっていただき

たいと思います。

○二見委員長 よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

○鈴木農政企画課長 私から報告を３点させて

いただきます。

常任委員会資料の18ページをお開きください。

まず、１つ目といたしまして、損害賠償額を

定めたことについて、専決処分を行いましたの

で、御報告させていただきます。

事案は、県有車両、いわゆる公用車による交

通事故１件でございます。

内容は、平成30年２月15日、宮崎市宮田町５

番３号の県庁職員駐車場におきまして、公道に

出るために前進したところ、公用車が前方に急

発進し、隣接する駐車場に駐車していた相手方

の車の右後部に追突したものでございます。

原因は、公用車の運転者がアクセルを踏んだ

ままパーキングブレーキを解除する─いわゆ

る坂道発進のような感じなんですけれども、そ

ういう状況で誤った運転操作を行ったことによ

りまして車に突っ込んだということでございま

す。

なお、損害賠償額は28万9,000円でございます

が、こちらにつきましては、県が加入しており

ます任意保険から全額支払われております。

交通安全につきましては、機会があるごとに

職員の意識高揚に努めておりますが、今後とも

一層の徹底が図られますよう、再発防止に向け

まして厳しく指導してまいりたいと考えてござ

います。

損害賠償額を定めたことについては以上でご

ざいます。

続きまして、常任委員会資料の20ページをお

開きください。

２つ目の報告事項といたしまして、平成29年

度宮崎県繰越明許費繰越計算書について御説明

させていただきます。

これは、平成29年度の議会において承認いた

だきました繰越事業につきまして、繰越額が確

定いたしましたので、御報告を行うものでござ

います。

20ページの一番下の欄に記載してございます

とおり、農政水産部全体で26事業、繰越額は126

億3,560万9,795円となってございます。

繰り越しの主な理由といたしましては、国の

補正予算の関係等により、工期が不足すること

によるものですとか、事業主体において事業が

繰り越しとなるものによるものでございます。

続きまして、21ページ、３つ目の報告事項で

ございます。平成29年度宮崎県事故繰越し繰越

計算書についてでございます。

これらの事業は、国の補正予算の平成28年度

２月補正予算で計上し、平成29年度に繰り越し

た事業でございますが、年度内の完了が困難と

なり、事故繰り越ししたものでございます。
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繰越額は２事業で７億8,112万1,000円となっ

てございます。

繰り越しの主な理由といたしましては、事業

主体において、施設整備予定地での埋蔵文化財

発掘調査に日時を要したものや地域住民との調

整に日時を要したことによるものでございます。

なお、繰越事業の執行につきましては、関係

機関との連携を図り、早期完了に努めてまいり

ます。

説明は以上でございます。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項についての質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○外山農業連携推進課長 常任委員会資料22ペ

ージをお開きください。

平成29年度の農畜水産物の輸出実績について

説明をいたします。

平成29年度の本県の農畜水産物の輸出実績は、

前年度比135％の46億4,000万円と過去最高を記

録いたしました。

品目別の実績について、主なものを説明いた

します。

中段の品目別実績の表をごらんください。

まず、畜産物の牛肉が、昨年９月に、16年ぶ

りに輸出が解禁となった台湾へ、国内第１号と

して輸出したことなどによりまして、前年度

比141％の35億4,000万円と大きく伸びておりま

す。

また、その上の農産物では、カンショがアジ

ア各国での需要の高まりにより、前年度比120％

の２億9,000万円、茶がニーズのある有機栽培茶

の輸出増で、前年度比348％の２億円、表下の水

産物は、養殖ブリを中心に、前年とほぼ同額の

４億7,000万円となっております。

次に、輸出先国別の実績では、下段の表にあ

りますように、平成29年度の金額の高い順に見

ますと、香港が前年度比119％の17億6,000万円

で第１位、次いでアメリカが前年度比121％の11

億7,000万円、台湾が366％の８億円となってお

り、東アジアが前年度比140％、アメリカ・ＥＵ

などの東アジア以外においても前年度比125％と

順調に伸びております。

県といたしましては、引き続き、企業・団体

等と連携して、さらなる輸出拡大に努めてまい

りたいと考えております。

以上であります。

○德留農業担い手対策室長 委員会資料の23ペ

ージをお開きください。

新規就農者の確保・育成の状況について御説

明します。

１の現状と課題ですが、新規就農者の就農状

況の表をごらんください。

新規就農者数は、近年は増加傾向にあり、平

成29年は平成に入って最高となる406人が就農し

ました。

内訳ですが、法人就農が237名の約６割と自営

就農を上回っております。

また、下の経営類型別を見ますと、耕種部門

では施設野菜と露地野菜が100名以上、畜産では

肉用牛が多くなっております。

なお、右の地域別を見ますと、中部や児湯地

域は100名以上ですが、一方、東臼杵、西臼杵は

それぞれ９名と少なく、地域によって大きく偏っ

ていることから、県全体に満遍なく就農しても

らう環境整備が必要となっております。

次に、２の取り組みの内容ですが、速やかに

新規就農できますよう、耕種部門では、みやざ

き農業実践塾や各ＪＡの就農トレーニング施設
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において、また、畜産におきましては、ＪＡの

繁殖・肥育センターや農業法人での技術習得を

行うなど、就農トレーニング体制の整備を行っ

ております。

また、就農したものの、すぐに離農するなど

のミスマッチを防ぐため、農業法人で数カ月体

験するお試し就農を行っておりますが、３年間

で61名が継続雇用に、さらに11名が自営就農い

たしました。

今後は、各機関で実施している就農相談を確

実に新規就農につなげられるよう、情報を一元

管理できるデータベースの構築を行うことで、

新規就農後のフォローアップにも生かすととも

に、県内各地の就農トレーニング施設の運営者

が各就農相談会に参加していただくことで、県

内全域への新規就農を促してまいりたいと考え

ております。

説明は以上です。

○牛谷農業経営支援課長 同じ資料の24ページ

をごらんください。

農地中間管理事業の実施状況について御報告

いたします。

まず、平成29年度の農地中間管理事業の実績

についてでございます。

平成29年度は、農地中間管理機構による転貸

面積3,000ヘクタールを目標にして、機構を中心

にしまして市町村や農業会議などと連携して取

り組んでまいりました。

その結果、表１のとおり、転貸面積は1,540ヘ

クタールと目標には届きませんでしたが、前年

度比145％、耕地面積に占めます機構の転貸面積

の割合は、九州管内で最も高い2.3％となったと

ころでございます。

平成26年度からの累計の転貸面積も4,813ヘク

タールとなり、耕地面積の107％を占めている状

況でございます。

ページ下段の図１をごらんください。

平成26年度以降の市町村ごとの取り組み実績

をまとめたものでございます。

例えば、都城市では、農地の集積・集約化に

意欲のある露地園芸法人を中心に、小林市、西

都市、宮崎市などでは、圃場整備や畑かん整備

を契機に土地改良区とも連携しながら、高千穂

町では、中山間地域等直接支払制度の協定集落

を中心に事業を推進するなど、地域農業の実情

に応じた事業推進が行われ、これまでに全ての

市町村において機構の活用が図られたところで

ございます。

次に、平成30年度の取り組み方針について御

報告いたします。

資料の25ページをごらんください。

地域で中心となる担い手が農業経営を効率的

に行えるよう、引き続き農地の集積・集約化を

着実に進めていく必要がありますことから、本

年度の機構活用による目標面積は前年度と同

様3,000ヘクタールとし、関係機関・団体が一体

となって、主に以下の３つの重点事項に取り組

むこととしたところでございます。

まず、シャッフル─これは農地の再配分の

ことでございますが、シャッフルによります農

地の集約化でございます。

上段左側の絵にありますように、ちょっと見

にくいんですが、農地を集約化して担い手農家

に集積することは、農業経営の効率化に大きく

貢献しますことから、県内５町村のモデル地区

や昨年度策定いたしました手引などを活用し、

取り組むこととしております。

２つ目は、ページ中ほどの圃場整備等との一

体的な推進でございます。

圃場整備や畑かん整備の機会にあわせて、機
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構を活用した農地の集積・集約化を促進します

とともに、本年度、国において新たに予算化さ

れました農地中間管理機構関連農地整備事業の

実施に向け、関係部署と連携して取り組んでま

いります。

最後に、ページ下段の産地振興や担い手対策

等と連動した取り組みです。

県内各産地でビジョンの実現に向けた取り組

みや農地を集積する集落営農、ＵＩＪなど、新

たな農業参入者への支援策等と一体的に事業を

推進することとしております。

本年度の3,000ヘクタールの目標は、高い目標

ではありますが、関係機関・団体が一体となっ

て、その実現に向けたこれらの取り組みを推進

してまいります。

説明は以上でございます。

○浜田農村計画課長 26ページをお開きくださ

い。

宮崎県農村地域への産業の導入に関する基本

計画について御報告いたします。

まず、１の計画策定の背景でございますが、

昨年６月に当計画の根拠法令であります「農村

地域工業等導入促進法」が「農村地域への産業

の導入の促進等に関する法律」へと名称ととも

に改正されまして、国の基本方針が見直しされ

たため、今回、県の計画を見直したものでござ

います。

次の27ページ下段の米印のところをごらんい

ただきますと、この法律は、農村地域において

新たな雇用を創出する産業を計画的に導入し、

魅力ある農村づくりに資するものでありますが、

今回の法改正におきまして、業種を工業等に限

定せず、農村地域において立地ニーズが高いと

見込まれる産業にも業種を拡大することとされ

たところであります。

前のページにお戻りください。

２の制度の概要の（１）の制度体系にありま

すように、国は基本計画の指針となる基本方針

を策定し、県はこの方針に即して主務大臣との

協議の上、基本計画を策定することとされてお

ります。

また、市町村は具体的な産業導入地区の規模

や立地スケジュール、雇用目標等を実施計画に

定め、県との協議・同意を経て産業導入を進め

ていくことになります。

（２）の支援措置でございますが、市町村が

実施計画を策定することにより、産業導入地区

におきましては以下の支援を受けることができ

ます。

主なものといたしましては、①の土地利用上

の措置では、農地転用の許可や農用地区域から

の除外が可能となるものであります。

また、②の予算上の措置では、例えば、地区

内に農林水産物の処理加工施設などを整備する

場合には、農山漁村振興交付金等が活用できる

ことなどがあります。

（３）の期待される効果といたしましては、

これらの支援措置を講じることで、農村地域の

農業者を含めた住民の安定した就業機会の確保

や農地の集積・集約化、ひいては、農業者や地

域住民が住み続けられる魅力ある農村づくりが

期待されるところであります。

次に、３の現状についてであります。

本県における農村産業導入の状況でございま

すが、①の実施計画策定地区数が16市町の37地

区であり、②の操業企業数につきましては、平

成29年３月時点で133社となっております。

27ページをごらんください。

４の基本計画の変更についてであります。

（１）の基本計画の策定経過にありますとお
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り、本計画につきましては、県農政審議会への

諮問や国との協議を経て、６月４日に公表した

ところであります。

（２）の基本計画の主な改定点でございます

が、①にありますとおり、地域産業との協調に

留意しつつ、農村地域に成長性と安定性のある

産業を導入するものとして、導入対象業種に小

売業種を追加しております。

また、③の産業導入地区に農用地等を含める

場合の調整にありますとおり、周辺農地の農業

上の利用に支障を生じないことや、農地中間管

理機構関連事業等への取り組みに支障を生じな

いようにすることとしております。

（３）の基本計画の目標年次は、平成33年度

であります。

農村計画課からは以上でございます。

○二見委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項についての質疑はありません

か。

○濵砂委員 22ページの輸出実績の概要なんで

すが、２番の品目別実績のうちの牛肉が141％と

非常に伸びているんですが、九州管内の各県の

実績─今すぐはわからないでしょうから、資

料で提出していただけませんか。特に、鹿児島、

それから佐賀あたりの牛肉がどのように動いて

いるのか、出ていれば教えてください。

○谷之木畜産振興課長 九州各県については手

元にございませんし、鹿児島県は宮崎のような

形で県産の牛肉の輸出量という数字を出してお

りません。鹿児島県の場合は、鹿児島県の食肉

処理施設で処理したものが輸出された量しか出

ておりませんで、ほかの県も同様なことだと思

いますけれど、そちらのほうを調べて、またお

示ししたいと思います。

○濵砂委員 資料でお願いします。

○重松委員 同じ関連で、お茶は数量で415％、

金額で348％ということで、好調の原因が有機栽

培とおっしゃったんですけれど、好調の理由を

もう少し具体的に教えてもらえませんでしょう

か。

○外山農業連携推進課長 今、お茶は海外で需

要が非常に伸びています。その背景は、日本食

ブームと、それから健康志向と、今、委員がおっ

しゃられましたオーガニック志向によるところ

があるということでございます。

それと、お茶の中でも抹茶の需要が伸びてお

りまして、お菓子の原料として使ったり、スタ

ーバックスコーヒーの抹茶商品が売れていると

いうようなことが背景にあると聞いております。

本県も、輸出に取り組んでいるお茶農家の多

くは、有機ＪＡＳに取り組んでいる農家の方々

で、オーガニックのお茶として輸出がふえてい

るという状況にございます。

○重松委員 健康志向でそういう形になってい

るということですね。

もう一つ、養殖ブリと書いてあるんですが、

水産物についてはこの養殖ブリのみなんでしょ

うか。

○福井水産政策課長 ほとんどが養殖ブリにな

ります。あと一部、韓国向けの活魚がございま

す。

○重松委員 わかりました。すごく好調なので、

またしっかり頑張っていただきたいと思います。

○髙橋委員 牛肉の輸出で、香港とアメリカで

は、やっぱり香港のほうが輸出の量・額面は多

いんでしょうか。

○谷之木畜産振興課長 国別では香港が一番多

くて、昨年度の実績では137トンの12億3,000万

円ほどでございます。それから、２番目がアメ

リカでございまして、127トンで11億4,000万円
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ほどということになっております。

○髙橋委員 もう少し差があるかと思ったら、

アメリカには結構輸出してきていますね。そし

て、アカデミー効果で伸びしろがまだいっぱい

あるんじゃないかなと思うんですよ。かなり名

を売りましたよね。だから、アメリカは結構伸

びてくるんじゃないかと期待していいんじゃな

いですか。

○谷之木畜産振興課長 委員が御指摘のとおり、

３月のアカデミー賞のアフターパーティーは非

常にわかりやすい実績でございまして、特にア

メリカは伸びしろが大きいと思いますので、向

こうの輸出の業者とも一緒になって、推進して

まいりたいと思います。

○濵砂委員 今の話なんですが、供給は実際ど

うですか。間に合っているんですか。アメリカ

に輸出をする、販路を拡大していくというのに

追いつくものですか。

○谷之木畜産振興課長 御指摘のとおり、輸出

は拡大したけれども、物がないというようなこ

とになると非常に困りますので、そちらの生産

基盤対策につきましては、数年前から補助事業

等を活用して牛舎等の建設もしておりまして、

繁殖雌牛の頭数も、ここ二、三年は増加傾向で、

計画の中で32年目標にしておりました雌牛８万

頭というのも、29年２月の統計で既に８万頭を

超しております。今後とも引き続き生産基盤対

策、それから生産性の向上をしっかり図って、

生産のほうはしっかりやっていきたいと思って

おります。

○髙橋委員 農地中間管理事業なんですけれど、

たしか、集約の目標が８割でしたかね。九州で

１位と言ったものの、みんな低い数値で競争し

合っているんでしょうし、どこも壁にぶち当たっ

ているというか、悩んでいると思うんです

よ。3,000ヘクタールの目標に対しての1,540だ

から、半分ですよね。九州各県の共通している

悩みというのは同じじゃないかと思うんですが、

大きな悩みというのは何でしょうか。

○牛谷農業経営支援課長 委員が御指摘のとお

り、九州各県で伸び悩んでいるということでご

ざいますが、九州各県だけではなくて、全国的

に国の政策として思うようになかなか伸びてい

ない。当然、我が県も、昨年も委員には見てい

ただいたところでございますが、昨年からする

と伸びてはおりますが、目標の半分程度という

ことで目標になかなか達していないという実情

がございます。

この理由ですけれども、当初、それなりの面

積が各県も集まっていて機構の実績として上

がっていたところですが、全体としては、中間

管理で転貸するとなると、農地を出す方々と受

ける方々が両方、話し合いに基づいて担い手に

集積していきますとか、そういう体制、話し合

い活動がしっかりとしたところから出ていくこ

とになります。当然個別に出される場合もある

んですけれども、面積を確保するとそういう取

り組みが必要になります。その部分が一段落つ

いたというようなことで、現在、伸び悩んでい

るという状況にございまして、今後伸ばしてい

くためには、地元の話し合い活動をしっかりと

して、新たなところを掘り起こしていく必要が

あるということで考えております。

○髙橋委員 農地中間管理事業で、いわゆる農

地改革ですよね。強権的な条項が土地集約する

に当たっての手段としてあったんじゃないです

か。

午前中、森林経営法の事業の関係で─森林

のほうは法の施行が来年からなんですけれど、

ここにも何か強権的に、放棄された森林につい
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ては文書で通知して、６カ月間内に戻さなけれ

ば、最後は県知事が裁定をして、職権でそれを

事業化に繰り込めると。これは農地管理のとこ

ろでは適用はないんですか。

○牛谷農業経営支援課長 その仕組みはござい

ますが、全国的にも取り組んでいる県、実際に

やっている県というのは少なくて、当然本県も

まだそこまでは至っておりません。

○髙橋委員 人の土地ですから、職権でなかな

かできるもんじゃないと思うので、慎重にやる

べき。それは山もそうだと思います。ちょっと

手間暇かかりますけれど、じっくり事業を進め

ていただきたいと思います。

○鈴木農政企画課長 今の法律の話なんですけ

れども、前提となるのが、所有者が不明となっ

ている土地─農地ですとか、今度の林野庁の

つくった法律も所有者がわからない林地につい

て、一定程度、わからないけれど事業に参加し

てほしいところをやるという仕組みなので、そ

の所有者がわかっているところを強権的にやる

という仕組みではないということを御理解いた

だければと思っております。（「また論議させて

ください」と呼ぶ者あり）

○二見委員長 ほか、ありませんか。

なければ、私からいいですか。

この新規就農者の確保育成の関係でお聞きし

たいんですけれども、この表の中にあるように、

新規就農者の中には後継者就農という方もい

らっしゃるんです。いろいろ話を伺っていると、

新たに、今まで農業をやっていなかった方が始

めるに当たっては、いろんな助成とかがあるん

ですけれど、この後継者就農については、なか

なかそういうメニューがないという声をよく聞

くんです。ここ辺の取り扱いというのは、どう

いうふうに県は考えていらっしゃるんですか。

○德留農業担い手対策室長 委員のおっしゃる

とおりでございまして、現在の制度については、

新規で始める方について優遇する制度というの

が多くなっているのが現状でございます。

しかしながら、後継者就農につきましては、

従来どおり親元就農ということになりますと、

基盤を持っているということもありまして、例

えば、ほかの補助事業を活用するとかいうこと

で新規就農をしていただきたいとも考えており

ますが、基本的なところとしまして、本県はや

はり親元就農というのが多うございますので、

これについては県を挙げて、国には現在この制

度についての見直しをお願い、御相談している

ような状況でございます。

○二見委員長 親元就農はわかるんですけれど、

１世代超えたら、これは新規就農になるんです

か。例えば、祖父、祖母がやっているところを

孫が受け継いだというときは、これは親元じゃ

ないと思うんですけれども、そういう例という

のはどうなるんですか。

○德留農業担い手対策室長 新規就農の基準と

しまして、３親等以内は該当しないということ

になっておりますので、現時点では、それは新

規就農とは考えないということになります。

○二見委員長 親元就農になるということです

ね。ほかの補助メニューがあるということなん

ですけれども、宮崎県としては後継者就農は多

いということなんですが、逆に、結構継いでく

れないという話もよく聞くんです。そこ辺はど

うなんですかね。どっちかというと、多いから

そういう補助は少ないんですよという説明なん

ですが、一方では継いでくれなくて困っている

という人たちもいるんですけれども、それに対

する県の見解というのはどうなんですか。

○德留農業担い手対策室長 これにつきまして
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は、一つは、農家の方の経営の問題というのも

大きくかかわっているんじゃないかと思ってお

ります。

例えば、この資料の中で、中部地域が130名と

一番多いんですけれども、内訳を見ますと、こ

の130名のうち後継者につきましては49名、新規

参入が18名という感じになっておりまして、一

方、児湯地域につきましては、後継者が13名と

いうことで少なくなっております。地域によっ

て大きく偏りがあるわけですけれども、一つは、

やはり経営がしっかりしたものを親がつくって

いく。私たちもそれを支援していくということ

が、まず第一かなと思っております。

○二見委員長 経営がうまくいっているところ

で引継ぎがうまくいくというのは当然でしょう。

でも、それが難しいからいろんな課題になって

いるのであって、やっぱりそこ辺をちゃんと把

握して、なぜ経営がうまくいかないのか。また、

若者の中でも、本当だったら後を継いでやりた

いと思っている人たちは多いと思うんです。そ

こに対するサポート支援というのはやっぱり必

要なんじゃないかなと思うんですが、そこに対

する支援というのは、今、何かしていらっしゃ

るんですか。

○牛谷農業経営支援課長 幾つかございますが、

当然学生のころから農業高校でありますとか、

あるいは農大校等がありますけれども、農大校

の生徒につきましては、しっかりとした教育を

やっていくということと、あと、農大校に入っ

ていただく生徒も当然そういう農業系の学校が、

全部じゃなくて、普通科からも多く来られると

いうこともございまして、高大連携とか、そう

いうことで、高校に出向いて農大校の取り組み

でありますとか、県の取り組みとか、農業のよ

さをＰＲするような取り組みをやっております。

また、農大校におきましても、実際の経営を

されている法人の方に講師になってもらったり

とか、あるいは、女性の方々にも講師になって

講演をやっていただくなど、農業のいい面をしっ

かりと伝えるような取り組みをやっておりまし

て、農業後継者、農業に魅力を感じていただけ

るような仕組みに取り組んでいるところでござ

います。

また、首都圏での農業相談会というのをやっ

ておりますけれども、そういうのに参加いただ

く方々を見てみますと、やはり本県出身であり

ながら首都圏とかでほかの職業についていらっ

しゃる方とかもいらっしゃいますので、そうい

う方々にしっかりと情報をおつなぎできるよう

に、今後はそういう方々をリスト化して、デー

タベース化して、常に帰ってきてくださいとい

うような情報をお伝えするような仕組みもつ

くっていきたいということで考えておりまして、

当然、そういう方々は農家出身で、後継者であっ

たという方が非常に多いので、しっかりと取り

組んでまいりたいと思っております。

○二見委員長 質問にはしませんけれども、やっ

ぱりそこ辺の現状をちゃんと把握した上で。後

継者であれば、田んぼ、畑の農地はあるかもし

れません。だけれど、農業機械とか、ハウスの

更新とか、そういったところで、農業というの

は初期投資、費用というのは結構かかりますよ

ね。だから、やっぱりこういう新規の就農者の

方たちに対しては手厚く、宮崎で農業をやって

ほしい、どんどん就農人口をふやしていきたい

という取り組みをしているわけなんですけれど

も、本来は、まずはここでやっている人たちが

やめないで続けられるという農業を確立してい

くことのほうが大事だと思うので、ここへの検

討というものをしていただきたいなと。これは
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私の意見ですので、また今後御検討いただけれ

ばと思います。

ほかはよろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 そのほか何かありませんか。

○髙橋委員 きのうの本会議で厳しい指摘があ

りました地鶏料理の※偽装表示ですか、この件で。

まずは、一つ確認したいのは、例えば地頭鶏の

炭火焼きとか、地頭鶏という表示があったんで

しょうか。新聞で言うと、あれはチキン南蛮と

かの書き方がしてあったもんだから、まずその

確認をします。

○谷之木畜産振興課長 事実としまして、メニュ

ー全体のイメージが地鶏だろうと消費者に認識

されるような形で。チキン南蛮とかに産地が国

産とか、地頭鶏とか書いてあったわけじゃない

ですけれども、そういうことで優良誤認を与え

るということでの指摘でございました。

○髙橋委員 それと、ちょっと不思議に思った

のは、お客さんからのクレームじゃないですか。

よくわかったなと思って。地鶏と地鶏じゃない

ものの差というのは、よほどたけた人じゃない

と、プロじゃないと、なかなか見抜けないと思

います。

だから、内部告発があってそのお客さんに言

わせたとか、そういうことは把握していらっしゃ

いますか。

○日髙みやざきブランド推進室長 内部告発と

いったような情報は私どもは聞いておりません。

○髙橋委員 わかりました。先ほど説明があり

ましたように、地鶏メニューということで、具

体的に地頭鶏とかそういう名前とかは出てこな

かったということで、安心はするものの、塚田

農場ですよね。ここに宮崎県の地頭鶏生産農家

というのはほとんど提供しているわけです。だ

から、エー・ピーカンパニーが仕入れる量によっ

て、生産者は出荷が決まる。御存じのように、

ちょっと前までは、右肩下がりだったんです。

そのときには大分顔色が悪かったです。また最

近持ち直したから、いいですわとおっしゃって

いた矢先なんです。

最近のエー・ピーカンパニーの状況はどうな

んですか。わかっている範囲で。

○谷之木畜産振興課長 エー・ピーカンパニー

そのものの経営については、日本経済新聞の情

報でしかないんですけれども、ことしの６月１

日の情報によりますと、エー・ピーカンパニー

については黒字転換していると記載があります。

○髙橋委員 ひところ、右肩上がりで、生産者

もどんどん出荷をしていった時期があって、そ

れが頭打ちになって店舗を減らしました。その

関係もあって生産調整をせざるを得ない状況に

ありました。繰り返しになりますが、こういっ

たときに、またこの事案ですから。

ただ、本当かどうかわかりませんが、エー・

ピーカンパニーが、むしろ地頭鶏を取り扱わざ

るを得なくなったと。今までは※偽装してたわけ

じゃないですか。その分はもう※偽装できないわ

けだから、生産者はそれでよかったわと言う人

もいたんですよ。一時的なものでしょうけれど

ね。

ただ、申し上げますように、エー・ピーカン

パニーの景気いかんに左右されているという経

緯があったもんだから、塚田農場がこういうこ

とになって、イメージダウンにつながると、お

客さんが減っていって仕入れも減るということ

になりますから、そういう心配をしております。

○大久津畜産新生推進局長 宮崎地頭鶏とエー

・ピーカンパニーのこれまでの関係性というか、

※54ページに訂正発言あり
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かかわりの経緯と、今の県の考え方を説明させ

ていただきたいと思います。

御案内のとおり、地頭鶏は昭和60年ぐらいか

ら宮崎地鶏ということで研究開発をしまして、

平成８年に宮崎地鶏として普及しようというこ

とで、生産を始めたところでございます。

その中で、平成16年に、ほかの地鶏との差別

化を図るために、新しくみやざき地頭鶏という

命名をいたしまして、そこから少しずつ生産拡

大をし、そういった状況の中でエー・ピーカン

パニーさんが、御存じのとおり日南で自社農場

をつくられたりとか、加工場、元ビナセンター、

こういったことを生産者と一緒になって拡大し

ていこうということで、やられてきております。

そういったときに、平成19年に本県で初めて

高病原性鳥インフルエンザが発生いたしまして、

その後は、鶏卵・鶏肉に対する風評被害につい

て、県もＰＲ等の風評被害対策を一生懸命やる

中で、このときにエー・ピーカンパニーさんが

ちょうど業態改革、店舗の拡大ということの中

で取り引きが始まって、少しずつふえていまし

たので、そこに一気にこの取り引きがふえてい

き、そして、ＰＲしていただいたということで、

その時代から宮崎地鶏が全国区になったという

背景がございます。

そのときに、一部では生産過剰気味で在庫を

抱えた生産者の分も引き取っていただいて、生

産拡大しながら、みやざき地頭鶏が今現在に至っ

て、平成28年の国のデータによりますと、徳島

の阿波尾鶏、名古屋コーチン、そしてみやざき

地頭鶏と、全国３位の位置づけまで今、至って

いるところでございます。

そういった中で、今回の事案でございます。

エー・ピーカンパニーが措置命令を受けたとい

うことは、農政水産部として本当に遺憾でござ

いますし、重く受けとめております。

先ほどとダブりますけれども、エー・ピーカ

ンパニーは、自社農場を初め、契約農場、元ビ

ナ加工センターまで含めていろんな運営を産地

とも一体的に連携してやる中で、県全体の５割

のみやざき地頭鶏を、今取り扱っていただいて

いるところでございます。

こういった状況の中で、今回の事案というこ

とで、社長みずからが来県いただきまして、み

やざき地頭鶏事業協同組合─ここが今核に

なっている推進母体ですけれども、ここやら、

生産者、市町村、いろんなところを集めていた

だきまして、措置命令までの経過説明をやって

いただき、また、産地の皆さん方に大変心配、

不安を与えたということに対する謝罪もあり、

また、これまでの取り組み、改善状況、さらに

は今後もさらなるみやざき地頭鶏の取り引きを

しっかりやっていきたい。そういった意思表明

等も含めて、産地の皆さん方、事業協同組合の

役員・職員、そして、県のほうもその場で立ち

会って説明を受けたところでございます。

それと同時に、一方では残りの５割はほかの

指定店でございますので、そういったところが

措置命令によって、風評被害を懸念して取り引

きを減らしたりとか、または、ほかの店舗での

お客さんが減ったりとかいうことを一番心配し

たわけでございますが、まずは、事業協同組合

からこういった事案が出ましたので、エー・ピ

ーカンパニー以外の指定店の皆様方に対して適

正表示というのを再度徹底をお願いするという

ことで文書を出しまして、あと、全国で展開さ

れている複数店舗等については、県の出先事務

所と事業協同組合の役員が直接赴きまして、今

回の経過と今後の取り引きについてもまたお願

いするということの、説明をしたわけでござい
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ます。現段階では冷静な対応といいますか、変

わらずの対応でいくという形で、私どもが心配

したところまでは至っていないという状況でご

ざいます。

しかしながら、こういった事案というのは、

一つ間違えば生産者にとっては大きなリスクで

ございますので、今後ともエー・ピーカンパニ

ーにおかれては、自社の取り組みというのがほ

かの生産者またはほかの取引業者にもすごく影

響を与えるんだということで、十分認識してい

ただきながら、消費者の信頼回復─これにつ

いてはもう昨年度の夏から一生懸命やっていた

だいておりますが、さらに頑張っていただいて

適正な表示のもとで、宮崎地鶏についても今後

とも連携しながらしっかり取り組んでいただき

たいということをお話も申し上げましたし、向

こうからもそういった表明をいただいたところ

でございます。

ただ、今約60万羽ぐらいの生産ではございま

すが、今後、県としては90万羽ぐらいまでもっ

ていこうとしております。そういった中では、

やはり５割というのは、結構割合が大きいとい

うことで、ほかの指定店の販路拡大というのを

今後、県、事業協同組合と一緒になって、生産

者と知恵を出しながら拡大していこうというこ

とを、今、進めているところでございます。

こういった形でしっかり今後もこんな事案が

起きないように、さらにはまた、これを契機に、

さらにみやざき地頭鶏の生産拡大を進めていき

たいと思っております。

○髙橋委員 みやざき地頭鶏は宮崎の大切なブ

ランドです。おっしゃいましたように、他の部

局ともしっかり連携をとっていただいて、90万

羽は、不可能な数字じゃないと思います。生産

農家は頑張っていますから、ぜひしっかり取り

組んでいただきたいと思います。

○濵砂委員 読売新聞にきのうの日付で「県の

違反疑い認識、契約」というのが出ているんで

す。このエー・ピーカンパニーという会社は東

京に本社があって、日本各地に養鶏場を持って

いるんですか。

○谷之木畜産振興課長 本県以外にも全国展開

をされております。養鶏場につきましては、１

農場を日南市のほうに有しています。

○濵砂委員 それから、居酒屋の塚田農場とい

うのは何店舗ぐらいあるんですか。

○谷之木畜産振興課長 塚田農場日南市という

名前がついたもの、それから日向市という名前

がついたものがございますけれども、塚田農場

という名前がついたものにつきましては、全国

で89店舗ございます。

そのほか、エー・ピーカンパニーの指定店に

なっておりますのが、先ほどの89店舗を合わせ

て93店舗です。

これは指定店の数でございまして、指定店に

なっていないお店もございます。

○濵砂委員 明らかに日南とか、日向とか、こ

ういう名前を使うことによって宮崎の地鶏とい

う、いわゆる宣伝をしているわけです。

宮崎の地頭鶏の指定店数というのを、前回の

勉強会のときに伺ったんですが、県内３店舗、

県外に90店舗という記憶があるんですが、そう

だったですかね。

○谷之木畜産振興課長 今、委員おっしゃられ

たとおりの数字でございます。

○濵砂委員 そのうちの塚田農場の店舗数は、

このうち何店舗になるのですか。

○谷之木畜産振興課長 エー・ピーカンパニー

の指定店が93店舗です。

○濵砂委員 93店舗ですね。いわゆる宮崎の地
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頭鶏の指定店は県内に69店舗、県外に155店舗な

んです。６割ぐらいを占めていると。

○谷之木畜産振興課長 地頭鶏の指定店そのも

のは県内が69、県外が155、計224店舗でござい

まして、そのうちエー・ピーカンパニーの指定

店が県内３店舗、県外が90店舗の93店舗でござ

います。

○濵砂委員 半分弱ですね。この地頭鶏の商標

は、どこが持っているんですか。県が持ってい

るんですか。

○谷之木畜産振興課長 みやざき地頭鶏事業協

同組合でございます。

○濵砂委員 こういうことが起きてしまったの

は、もうどうにもならないんですが、宮崎の地

頭鶏というのが、ほとんどの塚田農場の全店舗

で使われていると。で、それの一部でこういう

報道がなされたということで、全店舗がやっぱ

り信用を落としてしまう。次いで、宮崎地鶏と

いうブランドも信頼を失ってしまうというよう

なことがあるんですが、先ほど、局長から今ま

でのいきさつも含めて話がありましたけれど、

県として、これ以上の対応ということは、もう

考えておられないんですか。

商工観光労働部の問題が、主なことなんでしょ

うけれど、生産を所管する農政水産部としては

どのようにお考えですか。

○大久津畜産新生推進局長 先ほど申し上げま

したように、今回のような事案というのは二度

とあってほしくないということで、指定店につ

いての指導とか、組合を通じての情報共有。そ

れと、エー・ピーカンパニーが現在は５割です

けれども、今後生産拡大をするに当たっては、

５割というのはやっぱりウエートが高いだろう

とは思っております。そういった中で、他の取

り扱い指定店を拡大するためにどうしていくか

というのを今後やらないといけないというのが、

事業協同組合の役員一同の見解でございますの

で、ことしはこういったものの検討を進めなが

ら、ちょうど事業協同組合は創立10周年をこと

し迎えるもんですから、一つの契機として再構

築しながら、新たな体制、地頭鶏を全国にふや

していくための方向性をことしは十分検討して

いきながら、やっていきたいと思っております。

さらに、エー・ピーカンパニーさんとは、今

回で終わりではなくて、いろんな情報を共有し

たりとか、指導の面でも徹底していこうと思っ

ております。

それで、日南のほうにも地頭鶏ランドという

自社農場もございますので、そういったところ

も含めて、県内の農家さんにも産地での安全・

安心も含めた指導を、連携しながら徹底してやっ

ていこうと。そして、販売面についても、事業

協同組合が中心となって、しっかりこういった

事案が出ないような形の情報共有とか、指導を

しっかりやっていきたいなと思っております。

○濵砂委員 宮崎全体の鶏の生産量というのは

どのくらいあるんですか。そのうちの地頭鶏は

どのくらい占めているんですか。

○谷之木畜産振興課長 養鶏の産出額ですけれ

ども、880億円でございます。それと、羽数につ

きましては、ブロイラーの出荷羽数が、28年で

約１億3,000万羽ぐらいで、地頭鶏が約60万羽で

ございます。

○濵砂委員 割合としては、そんなにない。

○谷之木畜産振興課長 失礼しました。そのう

ちではございません。今のはブロイラーの数字

と地頭鶏の数字でございます。最初申し上げま

したのがブロイラーの。

○濵砂委員 １億3,000万羽はブロイラーか。

○谷之木畜産振興課長 １億3,000万羽につきま
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しては、ブロイラーの出荷数でございます。

○濵砂委員 だから、全体的な生産量から比べ

ると非常に少ないんです。ブランドということ

で出しているんでしょうけれど。やっぱり農政

水産部は、物を生産する立場です。ちゃんとブ

ランドとして守っていかなければいけない立場

ですから、取り引き企業相手は別じゃないかと

思うんです。エー・ピーカンパニーだけという

ものよりも。しかも、一つの取引先が50％も持っ

ているというのは、会社でいうと牛耳っている

のと一緒だから、その辺も含めて、やっぱり生

産県である宮崎県の農政水産部としてこの地頭

鶏を育てていくということをちゃんと認識して

いただきたいと。過ぎたことは仕方ないですけ

れど、今からつくり上げていかないといかん問

題ですから。この件については結構です。

○大久津畜産新生推進局長 一部の委員から偽

装という表現がございましたけれど、今回のは、

あくまでもその表示の問題で、偽装という形で

はございませんので、そこを訂正させていただ

きたいと思います。

○濵砂委員 もう一点、いいですか。主要農産

物の種子法撤廃後の種子制度に関する要請書と

いうのを御存じだと思うんですけれど、これは

知事と議長宛てに要請は来ているみたいなんで

すが、今回の農政宮崎でも、要請したというの

が県内全域に出ているんです。ＪＡグループ宮

崎と、県農民連盟農業会議が、こういった条例

制定を求める要請を県のほうに出されていると

思うんですが、どういう状況になっているんで

しょうか。

○菓子野農産園芸課長 現状としましては、要

綱を制定して、従来どおりの体制を維持してい

るという状況がまず１点ございます。

その上で、今回いろいろ御不安だというよう

な声で、条例制定を求める声をいただいていま

すし、せんだっての質問でもございましたので、

他県の事例等もいろいろ含めて調査をしながら、

条例制定の必要性も含めて今後検討していくと

いうこととしております。

○濵砂委員 やはり大事なところで、新潟、埼

玉、兵庫は、同法の廃止後は、継続して条例を

制定するということになっているようですが、

そこまでする必要があるかどうかというのは、

専門家じゃないとわからないんですけれど、ちゃ

んと取り組んでいる体制というのは、今あるわ

けですね。

○菓子野農産園芸課長 ４月１日に法が廃止さ

れたわけですけれども、その前と後で何ら変わ

りのない生産体制は維持しているところでござ

います。

○二見委員長 それでは、以上をもって農政水

産部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時６分休憩

午後３時11分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

採決についてでありますが、委員会日程の最

終日に行うこととなっておりますので、あした

行うこととし、再開時刻を13時15分といたした

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 そのように決定いたします。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 では、以上をもちまして本日の

委員会を終わります。

午後３時11分散会
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午後１時13分再開

出席委員（７人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 野 﨑 幸 士

委 員 濵 砂 守

委 員 西 村 賢

委 員 髙 橋 透

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

議事課主任主事 三 倉 潤 也

○二見委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

各議案につきまして、賛否も含め御意見をお願

いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 ないようですので、それでは、

議案の採決を行います。議案につきましては、

議案ごとがよろしいでしょうか、一括がよろし

いでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、第14号及び第15号について原案

のとおり可決することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 御異議なしと認めます。よって、

第１号議案外２件については原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目として特に御要望等はありま

せんか。

暫時休憩いたします。

午後１時15分休憩

午後１時22分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。何か、

御意見がありましたらお願いします。

○髙橋委員 地頭鶏の不当表示の事案に絡んで、

新聞にも出ましたが、西都のシイタケ、宮崎産

シイタケに中国産シイタケを混ぜて販売してい

た。本県産のシイタケのブランドに傷をつける

といいますか、それも地頭鶏と同じような案件

ですので、執行部の皆さんは大変でしょうけれ

ど、生産者の立場をしっかりと踏まえて、宮崎

県のブランドに傷がつかないように、しっかり

と取り組んでほしい。このことをぜひ委員長報

告に盛り込んでいただきたいと思います。

○二見委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、委員長報告につきま

しては、ただいま御意見いただいたことを参考

にしながら、あとは正副委員長に御一任いただ

くことで御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。環境対策及び農林水産業振興対策に関

する調査につきましては、引き続き、閉会中の

継続調査といたしたいと思いますが、御異議あ

りませんか。

平成30年６月21日(木)
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時24分休憩

午後１時31分再開

○二見委員長 委員会を再開いたします。

７月19日の閉会中の委員会につきましては、

先ほど御意見をいただきましたので、その内容

を踏まえ、委員会を開催することに御異議ござ

いませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、県外調査の調査先につきましては、正

副委員長に御一任をいただくことで、御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

そのほか、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 以上で、委員会を終了いたしま

す。

午後１時31分閉会
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